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第１章 基本的事項 

第１節 計画策定の趣旨 

本市では、旧島田市において平成 13 年に環境の保全及び創造に関する基本理念を示した「島田市環

境基本条例」を制定し、この条例に基づき、平成 15年３月に「第１次島田市環境基本計画」を策定しま

した。その後、市町合併や富士山静岡空港の開港、新東名高速道路の供用開始などの社会情勢、環境の

変化などを踏まえ、平成 25 年３月に第２次島田市環境基本計画を策定しました。 

これまでの環境保全の取組には一定の進展があったものの、地球温暖化の深刻化、荒廃農地の増加、

環境保全活動の担い手の不足等といった問題がみられます。そのため、自然・物質・人材・資金といっ

た地域資源の特性を生かした強みを発揮し、地産地消、再生可能エネルギー導入等を通じて、それらが

循環する自立分散型の社会を意味する「地域循環共生圏」の考え方に即して、地域の課題に対してあら

ゆる政策分野から総合的に解決を図ることが大切です。 

環境を取り巻く社会情勢は変化し続けています。2015（平成 27）年のＣＯＰ21（第 21回締約国会議）

でのパリ協定の採択により、今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と吸収源による

除去量との間の均衡（世界全体でのカーボンニュートラル）の達成を目指すことが定められました。ま

た、2015（平成 27）年の国連サミットで「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジ

ェンダ」で示された国際目標であるＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）が採択され、2030（令

和 12）年までの 15年間で世界が達成すべき、持続可能な開発を目指すためのゴールが示されました。 

以上のような環境を取り巻く最近の社会情勢を踏まえ、本市における市民・事業者・行政の取組やこ

れらが連携・協働した取組などの各主体の進むべき方向と、ゼロカーボンシティの実現に向けた仕組み

づくりの方向を示すため、第３次島田市環境基本計画（以下、本計画）を策定します。 

 

 

  



2 

 

 

第２節 基本的事項 

１ 計画の目的と位置付け 

第３次島田市環境基本計画は、島田市環境基本条例第７条に基づいて策定する計画で、市民・事業者・

行政それぞれが担うべき役割を明らかにし、相互に協働しながら取組を推進することを目的にしていま

す。 

また、「第２次島田市総合計画」（平成 30 年度から令和７年度）の基本構想に掲げられている将来像

「笑顔 あふれる 安心のまち 島田」を実現するために、環境面から施策を推進する役割を担ってい

ます。 

なお、本計画では、地球温暖化対策を積極的かつ効率的に推進するため、「地球温暖化対策の推進に関

する法律」に基づく「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」、「気候変動適応法」に基づく「地域気候

変動適応計画」を含むものとして位置付けます。 

本市が進めていく各種計画や事業などについては、各主体が相互に連携を図りながら推進していきま

すが、環境の分野においては本計画の方向性を尊重していきます。なお、国や県の環境施策の動向にも

配慮するとともに、本市が国や県、その他の自治体などとの連携を図りながら進めていく施策や事業の

方針についても示すものとします。 

 

（参考）島田市環境基本条例より環境基本計画に関する事項の抜粋 

(環境基本計画) 

第７条 市長は、循環、共生及び参加を基本とした社会の構築を目指し、すべての市民が一体となっ

て地球的規模の環境問題を地域から解決していくための施策を総合的かつ計画的に推進するため、

環境の保全及び創造に関する基本的な計画(以下「環境基本計画」という。)を策定しなければなら

ない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 (１) 環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 

 (２) 環境の保全及び創造のために、すべての市民が実践しなければならない具体的な事項 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

るために必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画を策定するに当たっては、市民及び事業者の意見を尊重し、これを環境基

本計画に反映させなければならない。 

４ 市長は、環境基本計画を策定するに当たっては、島田市環境審議会の意見を聴かなければならな

い。 

５ 市長は、環境基本計画を策定したときは、速やかにこれを公表しなければならない。 

６ 前３項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 
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■環境行政の枠組 

 

 

 

２ 計画期間 

本計画の期間は、令和５年度から令和 14 年度までの 10 年間とし、５年を目処に見直しを行います。

ただし、「目指すべき将来像」は 2050年の姿として設定します。 

また、同時に策定する地球温暖化対策実行計画区域施策編（適応計画を含む）については、2030（令

和 12）年度を目標年度とします。 

 

 

  

 

第３次島田市環境基本計画 

島田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

島田市気候変動適応計画 

【市の他の計画】 

・国土利用計画 

・国土強靭化地域計画 

・都市計画マスタープラン 

・景観計画 など 

【環境に関する個別計画】 

・一般廃棄物処理基本計画 

・災害廃棄物処理計画 

・地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

・緑の基本計画 など 

 
 
 
 
 
市
 
 
計
画

 

環境基本法 

・環境基本計画 

静岡県環境基本条例 

・静岡県環境基本計画 

地球温暖化対策推進法 

・地球温暖化対策計画 

気候変動適応法 

・気候変動の影響への適応計画 

  市環境基本条例 

 

 ７条 

 

整 ・連携 

 

整 ・連携 
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３ 計画策定の背景  

（１）近年の世界・国の動向 

①ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の採択 

 2015（平成 27）年 9 月の国連サミットにおいて「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択

されました。持続可能な社会の実現に向けた 2030（令和 12）年までを目標に、世界全体の経済・社会・

環境を調和させる取組として、17のゴール（目標）と 169 のターゲットからなる「ＳＤＧｓ（持続可能

な開発目標）」が掲げられています。 

2016（平成 28）年には国が「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針」を策定し、「持続可能で強

靱、そして誰一人取り残さない、経済、社会、環境の統合的向上が実現された未来への先駆者を目指す」

をビジョンとして掲げています。ＳＤＧｓの 17 のゴールを目指す動きは、地方公共団体や事業者など

にも広がりつつあります。 

 

■ＳＤＧｓの 17のゴール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地球温暖化対策の国際的な取り決め「パリ協定」の発効 

2015 年にパリで開かれた「国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議(COP21）」では、世界の 196 か

国・地域が合意して、地球温暖化対策の国際的な枠組みである「パリ協定」が採択されました。パリ協

定は、2016年 11月 4日に発効し、日本も同月の８日に批准しました。 

パリ協定では、世界の平均気温の上昇を産業革命前と比べて２℃より十分低く保つとともに、1.5℃

に抑える努力をすることとし、今世紀後半に人為的な温室効果ガス排出量を実質ゼロ（排出量と吸収量

を均衡させること）にすることを目指しています。 

 

 

③温室効果ガス排出量 2050年実質ゼロ（カーボンニュートラル）の表明 

 国では、パリ協定や IPCC1.5℃特別報告書を受け、もはや地球温暖化対策は経済成長の制約ではなく、

積極的に地球温暖化対策を行うことで、産業構造や経済社会の変革をもたらし大きな成長につなげると

いう考えの下、2050年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする「2050年カーボンニュートラル」

の実現を目指すこととしました。令和３年、地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律

により、2050年カーボンニュートラルを基本理念として法定化し、これにより、中期目標の達成にとど

まらず、脱炭素社会の実現に向け、政策の継続性・予見性を高め、脱炭素に向けた取組・投資やイノベ

ーションを加速させることとなりました。 
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加えて、2050 年目標と整合的で野心的な目標として、2030 年度に温室効果ガスを平成 25 年度から

46％削減することを目指し、さらに、50％の高みに向けて挑戦を続けていくこととしています。経済と

環境の好循環を生み出し、2030年度の野心的な目標に向けて力強く成長していくため、徹底した省エネ

ルギーや再生可能エネルギーの最大限の導入、公共部門や地域の脱炭素化など、あらゆる分野で、でき

得る限りの取組を進める方針としています。 

 

 

④多発する自然災害 

 近年の平均気温の上昇、大雨の頻度の増加により、農産物の品質の低下、災害の増加、熱中症のリス

クの増加など、気候変動及びその影響が全国各地で現れており、気候変動問題は、人類や全ての生き物

にとっての生存基盤を揺るがす「気候危機」とも言われています。近年においても台風や豪雨による災

害、猛暑に見舞われており、これらは、多くの犠牲者をもたらし、また、国民の生活、社会、経済に多

大な被害を与えています。また、令和３年８月には「線状降水帯」の発生による記録的な大雨で西日本

から東日本の広い範囲で被害がみられました。個々の気象現象と地球温暖化との関係を明確にすること

は容易ではありませんが、今後、地球温暖化の進行に伴い、このような猛暑や豪雨のリスクは更に高ま

ることが予測されています。 

 

 

⑤新型コロナウイルス感染症の拡大と新しい生活様式の展開 

 2019（令和元）年 12 月に中国で最初に確認された新型コロナウイルス（COVID-19）は、2020（令和

２）年から世界各地で流行拡大がみられ、世界保健機構（WHO）は同年３月にパンデミック（世界的な大

流行）を表明しました。国内においても、同年１月に国内初の感染者が確認され、４月には７都道県に

緊急事態宣言が発出され、人々の行動や経済活動に制限が課せられました。 

こうした新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う甚大な影響は、人々の生命や健康を脅かし、日常生

活のみならず、経済・社会全体のあり方、さらには人々の行動様式・意識など多方面に波及しつつあり、

「三密（密閉、密集、密接）」を避ける行動の徹底、在宅勤務をはじめとするテレワークの推進など、感

染防止に向けて新しい生活様式の普及が進んでいます。 

今後の展開を予測することは困難な状況ですが、新しい生活様式の定着により、感染拡大防止と経済

活動との両立を図っている現状です。 

 

 

 

⑥2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 

 国では「2050年カーボンニュートラル」を宣言したことに伴い、温暖化への対応を、これまでの「経

済成長の制約やコストとする時代」から、「成長の機会へと捉える時代」へと切り替え、従来の発想を転

換し、積極的に対策を行うことが、産業構造や社会経済の変革をもたらし、次なる大きな成長に繋がっ

ていくという「経済と環境の好循環」を作っていく産業政策として「2050年カーボンニュートラルに伴

うグリーン成長戦略」を令和２年 12月に策定しています。 

2050年カーボンニュートラルに向けた道筋として、電力部門では脱炭素電源の拡大、非電力部門（産

業・民生・運輸部門（燃料利用・熱利用））においては、脱炭素化された電力による電化、水素化、合成
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燃料等を通じた脱炭素化を進めることが必要としています。こうした電源や燃料の転換を行ってもなお

排出される二酸化炭素については、植林などで実質ゼロを実現していくこととしています。 

また、グリーン成長戦略では、2050 年カーボンニュートラルを実現する上で不可欠な 14 の重点分野

ごとに、年限を明確化した目標、研究開発・実証、規制改革・標準化などの制度整備、国際連携などを

盛り込んだ「実行計画」を策定し、合わせて 2050年までの工程表を提示しています。 

 

■グリーン成長の重点 14分野 

 

 

 

⑦グリーンリカバリー・ＥＳＧ投資の拡大 

 新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大による経済の落ち込みからの経済復興にあたり、気候

危機、環境対策に重点を置き、持続可能な社会の再構築を目指す「グリーンリカバリー」の考え方が広

まっています。ＥＵでは、2020（令和２）年７月にＥＵ首脳会議で創設が合意された欧州復興基金によ

り、調達する資金を 2050年までにＥＵ域内の温室効果ガス排出をゼロにする「欧州グリーンディール」

等ＥＵの長期的政策の推進を通した復興支援に充てることで、短期的危機に対応しつつ、気候中立とい

った長期的目標の達成にも寄与させようとしています。 

 グリーンリカバリーにみられるように、今日の世界の経済・金融界における潮流は、利益だけでなく、

気候変動をはじめとした環境性、社会性を重視する傾向にあり、環境（Environment）、社会（Social）、

ガバナンス（Governance）の要素を考慮する「ＥＳＧ投資」が拡大しています。環境課題や社会問題に

貢献する事業の推進がビジネスになるという考え方が広がり、「環境・経済の両立」を目指すという基本

認識が国際的に普及しつつあります。 

 

 

⑧海洋プラスチックごみ対策アクションプランの策定 

 ポイ捨てなど適切な処分がされないことにより、海に流されたペットボトルやレジ袋などが海洋汚染

や生態系に大きな影響を及ぼし、世界中で大きな問題となっています。そのため、国は、令和元年 5月

に「プラスチック資源循環戦略」を策定し、2030（令和 12）年までに、使い捨てのプラスチック（容器
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包装など）をこれまでの努力も含めた累積で 25％削減する目標を掲げています。また、同年には「海洋

プラスチックごみ対策アクションプラン」を策定し、廃棄物処理制度によるプラスチックごみの回収・

適正処理の徹底、ポイ捨て・不法投棄及び非意図的な海洋流出の防止、海洋流出しても影響の少ない素

材（海洋生分解性プラスチック、紙等）の開発等の取組を掲げました。 

 

⑨食品ロスの削減の推進に関する法律の公布 

まだ食べられるにも関わらず捨てられてしまう「食品ロス」の問題に注目が集まっています。日本全

体では、令和元年度に約 570 万トン（家庭から約 261 万トン、事業者から約 309 万トン）の食品ロスが

発生したと推計されています。この食品ロスを削減するため、「食品ロスの削減の推進に関する法律」が

令和元年 10月に施行され、食べ残しの削減、フードバンクの活用などの取組が進められています。 

 

⑩生物多様性と環境省レッドリスト 2020 

 生物多様性とは、生きものたちの豊かな個性とつながりのことを言います。生物多様性に関しては、

その保全及び持続可能な利用に関する国の基本的な計画であり、2010（平成 22）年に開催された生物多

様性条約第 10回締約国会議（COP10）で採択された「愛知目標」の達成に向けた我が国のロードマップ

と、東日本大震災を踏まえた今後の自然共生社会のあり方を示すことを目的とした「生物多様性国家戦

略 2012-2020」が平成 24年９月に閣議決定されています。令和２年からは次期戦略策定に向けた取り組

みが進められており、令和３年７月に「次期生物多様性国家戦略研究会」からの提言として「次期生物

多様性国家戦略研究会報告書」が取りまとめられました。この中では「保護地域外の保全（ＯＥＣＭ）

や絶滅危惧種以外の種（普通種）の保全による、国土全体の生態系の健全性の確保」「気候変動を含めた

社会的課題への自然を活用した解決策（ＮｂＳ）の適用」「生物多様性損失の間接要因となる社会経済活

動への対応として、ビジネスやライフスタイル等の社会経済のあり方の変革」「次期生物多様性国家戦

略の構造・目標・指標を大幅に見直して、目標の達成状況の明確化と多様な主体の行動を促す。」が 2030

年までに取り組むべきポイントとして示されています。 

 令和２年３月に公表された環境省レッドリスト（絶滅のおそれのある野生生物の種のリスト）による

と、我が国の絶滅危惧種は 3,716 種となっており、平成 29 年の海洋生物レッドリストにおける絶滅危

惧種 56種を加えると、我が国の絶滅危惧種の総数は 3,772種となりました。 
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⑪Society5.0に向けた AI、IoＴ等の技術革新 

 サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済

発展と社会的課題の解決を両立する、新たな未来社会は「Society5.0」といわれています。狩猟社会

（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、新

たな社会を指すもので、国の第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿として

初めて提唱されました。 

Society5.0を実現するための方策の一つとして、デジタルトランスフォーメーション（DX）が挙げら

れており、業務の効率化やイノベーションによる環境技術の革新、防災対策の充実などが期待されます。 

 

 

     ■Society5.0のイメージ 
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（２）島田市の動向 

①ゼロカーボンシティの表明 

 令和３年３月 30 日、本市では、脱炭素社会の実現に向けた取組を進め、2050 年までに温室効果ガス

の排出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明しました。 
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②第２次島田市総合計画後期基本計画の策定 

 島田市では、真に豊かな暮らしを実現していくための指針であり、描くまちの姿とその実現のため

の新たな方策を位置付ける「第２次島田市総合計画」（以下「第２次総合計画」という）を策定し、そ

の実現に向け取り組んできました。 

令和４年２月、前期基本計画（平成 30年度から令和３年度）を引き継ぐ後期基本計画（令和４年度

から令和７年度）が策定されました。第２次総合計画で掲げる「選択と集中」による質的成長を重視

しつつ、前期基本計画の評価や課題、今後の社会状況の変化などを踏まえた魅力あるまちづくりを実

現する施策や、市民が島田市に対する誇りや愛着をより深めることができる施策を盛り込み、基本構

想に掲げる将来像「笑顔あふれる 安心のまち 島田」の実現に向けて取り組むものとなっていま

す。 

また、後期基本計画では、豊かで持続可能な社会をつくり、島田市を次の世代につなげるため、総

合計画の計画期間にはとどまらない長期的な視点に立った、市民・事業者・行政が一緒に考え、行動

するための指針「未来につなぐ３大戦略」を定めています。 

 

■未来につなぐ３大戦略 

１．循環型社会  今あるものを大切にして、豊かなまちであり続けます 

ペットボトルのような回収資源だけでなく、空き家や公共施設などのまちのストック、さらには当市

の誇る自然や歴史、文化に至るまですべてはこのまちの資源です。今ある資源を大切に循環させて使い

続けることで、まちの持続的な発展を図ります。 

（取り組みの方針） 

 ①エネルギーの地産地消・省エネを推進します。 

 ②可能な限り資源を地域内で循環させることで経済の好循環を生み出します。 

 ③再生産可能な資源である木材の積極的な活用を推進し、「育て・使い・また育てる」の林業のサイク

ルを回していきます。 

 ④空き家や公共施設などのまちのストックを有効に活用し、まちの活力につなげます。 

 ⑤歴史や文化といったこのまちの誇る地域資源を未来に残していきます。 

 

２．縮充  選択と集中で、暮らしの満足度を高めます 

人口減少が進むことにより、投資できる財（ヒト・カネ）は徐々に限られてきます。そのような中に

あっても、真に必要な施策・事業に資源を集中させ、「量」から「質」への転換を図ることで、このまち

に暮らす市民の満足度を高めます。 

（取り組みの方針） 

 ①当市の特徴を磨き上げ、個性あるオンリーワンのまちを目指します。 

 ②まちづくりは市民の手の中にあるという意識を醸成し、市民とともに暮らしの満足度を高めます。 

 ③拠点に集まり効率的に豊かに暮らす「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考え方に基づいたま

ちづくりを進めます。 

 ④行政経営の効率化を進めるために、市民・事業者との対話を踏まえ、事業のスクラップ＆ビルドを

行います。 
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３．ＤＸ  デジタルの力で、暮らしを便利に変えていきます 

国が描く Society5.0 で実現する社会の姿を見据え、「島田市デジタル変革宣言」で掲げた「市民サー

ビス」、「地域・産業」、「行政経営」の各分野において、デジタルシフトを進めることで、「誰もがデジタ

ル技術を活用し、安心して快適に暮らせる新しい社会」をつくります。 

 

（取り組みの方針） 

 ①行政サービス、教育分野、医療分野などにおいてデジタル技術を活用し、市民生活の利便性を向上

します。 

 ②誰もがデジタルの恩恵を受けられるように、世代や地域による格差の解消を図ります。 

 ③商工業や農業、観光などあらゆる分野の産業ＤＸを支援します。 

 ④業務のデジタル化の推進や多種多様なデータを活用した市民サービスの提供など行政経営をスマ

ートにします。 
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第２章 本市を取り巻く環境の現状と課題 

第１節 市の概況  

１ 位置 

 本市は静岡県中部に位置し、大井川の両岸に広がる面積約 315.7㎢の市域を有しています。 

本市の中央部を新東名高速道路が東西に通過するほか、その南側には国道 1号、東海道本線・東海

道新幹線及び東名高速道路が通るなど、交通の要衝となっています。また、本市の南端には富士山静

岡空港があり、全国各地や世界をつなぐ空路の玄関口でもあります。 

 本市の地形は南北に長く、その中央に大井川が北から南東へ貫流し、人口の大半が大井川左岸の島

田地区から六合地区及び大井川右岸の金谷地区の大井川扇状地最上流部に集中しています。市域を北

から南へ概観すると、北部の急峻な山地が徐々になだらかになり、大井川扇状地を経て大井川、そし

てそれより南の台地（中位段丘）を形成しています。 

大井川扇状地には、大井川のほかに大小いくつかの河川がありますが、礫層であるため水はけがよ

く、水田を開墾しようとしても水はすぐに地下に浸み込んでしまうため、かつては俗に「ザル田」と

呼ばれるほどでした。その一方で広く豊富な地下水帯をもち、昔から地下水の利用が盛んでした。ま

た、この透水性の高い礫で構成された初倉地区の台地は、水はけの良い場所を好む茶の栽培に適して

います。 

 

■島田市の位置 
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２ 気候 

 本市は太平洋側気候区に位置し、冬は北西の季節風の影響により、晴天で乾燥した日が続き、逆

に夏は太平洋からの湿った暖かい風の影響で高温多湿となります。本市の気候の特色として、年間

を通じて強い西風が吹き、冬期には特にこの傾向が著しく、夜の冷え込みが大きく霜の降りる地域

も広くあります。 

これは、風が、本市の北側や西側の山地から大井川の谷を吹き出し口として平野部に吹き降りて

くるもので、気象条件よりも地形が大きく影響していると考えられます。このため平野部では冬期

に乾燥し、雪が降るのはまれです。しかし、強風により北部山地に積もった雪が吹き送られ、雪が

まばらに降るように見える「風花（かざはな）」は年に数回見られます。 

 一方、本市における年平均気温の推移をみると、おおむね上昇傾向にあり、温暖化の進行が懸念

されます。 

 

 

■本市の年平均気温の推移（島田市役所） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気象庁 
 

３ 人口 

 総人口は平成７年の 103,490 人をピークに減少に転じています。日本の総人口のピークの平成 20

年や静岡県人口のピークの平成 19年と比較して、10年ほど早く人口減少に転じています。 
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４ 産業 

 産業別就業者数について、全体の就業者数は平成７年以降減少傾向にあり、特に第１次産業は 20 

年間で４割以上減少しています。 

 

■産業別就業者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」（各年 10 月１日現在） 

 

５ 土地利用 

 本市の用途地域内及びその周辺における土地利用については、昭和 51年から平成 26年までの約 40

年間に、田から建物用地に変化しています。 

 

■土地利用の変遷 

 

  

 から建物用地の増加 

794 164 978 587 502

27,650 29,019 28,252 28,705 28,418

23,347 21,457 19,151 18,589 18,205

5,381 4,875
3,841 3,338 2,758

57,172
55,515

52,222 51,219 49,883

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（人）

第１次産業

第２次産業

第３次産業

分類不能
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６ 公園・緑地 

 本市が都市計画決定している公園・緑地の面積は、364.21haあり、うち整備済の面積は約 73ha（整

備率：約 20％）になっています。 

 

■都市計画公園・都市計画緑地整備状況 
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第２節 地球環境 

１ 温室効果ガス 

市内から排出された平成 29 年度における温室効果ガス排出量は、二酸化炭素換算で 908.9 千 t と

なっており、基準年度と比較して、10.3％減少しています。 

温室効果ガス排出量の推移をみると、おおむね減少傾向にあります。 

 

■温室効果ガス排出量の推移（二酸化対策換算） 

単位：千ｔ－ＣＯ２／年 

※統計データが過去に遡って数値が更新されたため、それに合わせて基準年度の数値を更新しています。 

 

 

■温室効果ガス排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の資料：令和２年度島田市温室効果ガス排出量算定業務報告書 

 

  

対基準年度比 対前年度比

エネルギー起源CO2 1001.9 918.5 895.0 -10.7% -2.6%

産業部門 535.9 487.7 473.7 -11.6% -2.9%

家庭部門 146.7 138.5 135.3 -7.8% -2.3%

業務その他部門 112.1 98.1 94.5 -15.7% -3.7%

運輸部門 207.2 194.2 191.5 -7.6% -1.4%

非エネルギー起源CO2（廃棄物処理部門） 5.9 5.8 7.7 30.5% 32.8%

農業部門 2.6 2.5 2.5 -3.8% 0.0%

代替フロン類 3.4 3.6 3.8 11.8% 5.6%

排出量合計 1013.8 930.4 908.9 -10.3% -2.3%

最新実績（平成29年度）
基準年度

（平成25年度）

前年度実績

（平成28年度） 実績値
増減率
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３ 交通 

①交通手段 

 平成 30 年に実施した市民意識調査によると、日用品、日用品以外、通院での交通手段はいずれも

「自家用車（自分で運転）」が最も高く、日用品では 77.8％、日用品以外では 78.1％、通院では 77.2％

と、いずれも８割近くとなっています。バス、鉄道は１％前後となっています。 

また、自動車の保有台数については減少傾向にある一方で、電気自動車等（電気自動車・ハイブリ

ッド車・プラグインハイブリッド車の合計）はおおむね増加傾向にあります。 

 

■交通手段（都市計画マスタープラン 市民等意識調査結果） 

単位：％ 

目的 徒歩 自転車 バイク 

自家用

車（自分

が運転） 

自家用

車（他人

が運転） 

バス 鉄道 タクシー その他 

日用品 5.8 7.2 1.4 77.8 7.0 0.2 0.2 0.2 0.2 

日用品以外 1.2 2.5 0.5 78.1 14.5 0.3 1.1 0.2 1.6 

通院 6.0 5.9 1.5 77.2 6.5 1.1 0.5 0.8 0.5 

 

出典：島田市都市計画マスタープラン 

 

 

■自動車保有台数と電気自動車等台数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：静岡県自動車保有台数調査 

 

  

2,978
3,775

4,519
5,299

6,079
6,831

7,248 7,266
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0
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10,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

（自動車（台））（電気自動車等（台））
電気自動車等保有台数 自動車保有台数
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②公共交通 

本市の公共交通機関は、市域を東西に横断するＪＲ東海道本線、大井川に沿って川根本町まで伸び

る大井川鐵道大井川本線の２路線によって骨格が形成されており、これを補完するバス路線が市内各

地区を連絡しています。 

東海道本線３駅（島田駅・六合駅・金谷駅）の乗降客数については、ここ数年おおむね横ばいある

いは微減傾向となっています。 

大井川鐵道大井川本線については、拠点駅である新金谷駅、家山駅の利用者数は減少傾向にありま

す。金谷駅については、おおむね増加傾向にあります。 

バス利用者数については、増減しながら推移していますが、全体としては減少傾向にあります。 

 

■公共交通利用者数の推移（上段：ＪＲ 中段：大井川鐡道 下段：バス） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島田市の統計（令和２年度版） 

  

1,113,274 1,118,087 1,129,829 1,136,206 1,114,926

762,014 739,213 736,819 734,776 707,979

2,042,984 2,042,339 2,019,764 2,017,258 2,026,477

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

H27 H28 H29 H30 R１

（人） 六合駅 金谷駅 島田駅
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167,412

183,826

163,363

133,486

55,626
69,670

61,073 61,746
47,730

94,119 98,856 101,079
109,579 105,447

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

H27 H28 H29 H30 R１

（人） 新金谷駅 家山駅 金谷駅

6,485
6,603

6,007 6,044
5,964

5,500

6,000

6,500

7,000

H27 H28 H29 H30 R１

（人） バス
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9,930,510 9,921,850 10,072,290 10,192,440 10,403,300

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

H28 H29 H30 R1 R2

（ｋｗｈ）

（年度）

４ 新エネルギー・再生可能エネルギー 

 本市では、市有施設を中心に太陽光発電などの導入が進んでいます。また、風力発電事業や小水力

発電の検討、温泉から湧出するメタンを活用したコージェネレーションシステムの運用を行っていま

す。 

 また、ごみ焼却施設の廃熱を利用して発電し、エネルギーの有効利用を図っているほか、余剰電力

については売電を行っています。発電量の推移をみると、ごみ処理量の増加に伴いおおむね増加傾向

にあります。 

 

■ごみ焼却施設の廃熱利用（発電量）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島田市環境報告書 

 

５ 気候変動 

 温暖化の進行に伴い、本市付近や静岡県内においても猛暑日の年間日数が増加傾向にあり、今後熱

中症対策等適応策が求められます。また、本市付近では、真冬日の減少傾向、年間降水量の増加傾向

もみられています。 

 令和元年度に静岡県が開催した市民ワークショップや、農林水産業の従事者等を対象とした訪問ヒ

アリングなどを通じて、静岡県で起こっている気候変動の影響について情報収集を行ったところ、鳴

くセミの種類が変わった、花の咲く時期が早まった等の意見があがっています。また、島田市の各地

点で桜の開花、満開、終わりのそれぞれの日が早まり、気温の上昇によって桜の開花時期が早まって

いる可能性を指摘する調査結果があります。 

 

■静岡県の日最高気温 35℃以上（猛暑日）の年間日数（1940から 2020年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気象庁 
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■気温の経年変化（菊川牧之原） 

・年平均気温 ・真夏日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・真冬日 ・年間降水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気象庁 

■島田市民が普段「感じる」「聞いている」「知っている」温暖化の影響 

 発生年代 分野 内容 

１ 数年前から（平成

22年以降から） 

自然生態系 特に今年はアブラゼミの声を聞かない。クマゼミ

の声が多く聞かれた。また８月末に鳴くヒグラシ

を全く聞かなかった。 

２ 数年前から（平成

22年以降から） 

経済活動・県民生活 イベント等に飲み物を持参する人が増えてきた。 

３ 数年前から（平成

22年以降から） 

経済活動・県民生活 運動会を春に行う学校が増えてきた。 

４ 数年前から（平成

22年以降から） 

農業・林業・水産業 規模の小さい農家は温暖化の変化に対応するの

が難しい。生産が下がる。 

５ 不明 水環境 降雨で濁水が強くなる、川の水がいつまでたって

も濁ったまま澄んでこない、降雨強度が増え土壌

浸食が増えた結果かと思われる。川の水生生物に

影響があるかもしれない。 

６ 不明 自然生態系 秋の彼岸にちょうど間に合うように咲く彼岸花

が、間に合わず９月末頃から一斉に咲き出した。 

資料：静岡県ＨＰ（令和元年環境省委託事業「国民参加による気候変動情報収集・分析事業」） 
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■島田市内の桜の開花時期の早まり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

以上の資料：島田市環境課 
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28,095 28,536 28,179 28,062 28,257

3,110 2,863 2,760 2,526 2,603
127 128 134 119 103

1,181 942 1,310 53 97
32,513 32,469 32,383 30,760 31,060

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H26 H27 H28 H29 H30

（ｔ/年）

（年度）

可燃ごみ 資源ごみ 粗大ごみ その他

第３節 資源循環 

１ ごみ 

ごみの排出量をみると、全体としては平成 26 年度と比べて減少傾向にありますが、直接搬入の可

燃ごみが大幅に上昇しています。 

資源ごみについては、収集資源ごみ及び直接搬入資源ごみ共に大きく減少しています。 

平成 29 年度以降、直接搬入のその他ごみが大幅に減少していますが、これは市内一斉環境美化活

動（川ざらい）による搬出土砂を産業廃棄物として処理委託しているためです。 

 

■ごみ排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島田市一般廃棄物処理基本計画 
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 平成 30年度における資源化量は 6,099ｔであり、項目ごとでは溶融スラグが最も多く、次いでガラ

ス類、金属類が多くなっています。 

 

■回収処理量の推移 

 

※市回収量のみのため民間回収量は含みません。 

資料：島田市一般廃棄物処理基本計画 
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 １人１日当たりのごみ排出量及び生ごみ分解処理容器補助件数は、増減を繰り返しながら推移して

います。 

 

■１人１日当たりのごみ排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島田市一般廃棄物処理基本計画 

 

■生ごみ分解処理容器補助件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島田市環境報告書 

生ごみ処理容器「キエーロ」 
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67 136 465
1,075

2,214

9,618

51 9 10 215 395

5,252

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1・2齢級 3・4齢級 5・6齢級 7・8齢級 9・10齢級 11齢級以上

（ha） 人工林 天然林

 

第４節 自然環境 

１ 河川 

 市内には、一級河川の大井川や菊川、その支流をはじめとした多くの河川があり、市街地や平野部

を網の目のように流れており、大きく 4つの水系に分けられ、各水系は最終的に、菊川水系が遠州灘

に流れ込み、それ以外は全て駿河湾に流れ込んでいます。 

これまでに県と連携して、多自然型工法などの自然に配慮した水辺づくりの調査・研究に取り組ん

できました。また、大井川流域８市２町（島田市、焼津市、掛川市、藤枝市、袋井市、御前崎市、菊

川市、牧之原市、吉田町、川根本町）で組織する「大井川の清流を守る研究協議会」と連携し、現状

観察会や環境教育出前講座など、大井川の環境保全のための啓発活動及び流域連携による交流活動を

推進しています。近年では「静岡県中央新幹線観光保全連絡会議」において、ＪＲ東海との対話を行

っています。 

 

■市内の主要河川 

水系名 水系を構成する主要河川 

大井川水系 大井川、伊久美川、相賀谷川、大津谷川、伊太谷川、大代川、笹間川、家山川、身成川 

栃山川水系 栃山川、東光寺谷川 

菊川水系 菊川 

湯日川水系 湯日川 

 
 

２ 森林 

 本市の市域に占める森林の割合は約 66％であり、市北部を中心に豊富な森林資源が残されていま

す。森林は、生物多様性の保全や二酸化炭素の吸収、水源涵養、土砂災害の防止など、多面的な機能

を有しています。 

 本市では、島田市森林整備計画に即して、事業体から提出される森林経営計画の内容の確認、助言・

指導を行っているほか、山林を適正に管理するため、間伐や下草刈り、放置竹林の伐採などの森林の

維持管理活動への支援を行っています。また、保水力があり多様な生物を育む樹種への転換を進める

ため、荒廃森林・竹林の針広混交林化及び多様性のある広葉樹林化への誘導を支援しています。 

 

■民有林の齢級別面積（令和２年３月 31 日現在）   

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島田市森林整備計画  
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３ 農地 

 本市の農業は、島田市農業振興整備計画に即して、農地を保全し、計画的な農業の振興を図ってい

ますが、耕作放棄地の面積は近年増加傾向にあるほか、イノシシなどの鳥獣による被害がみられます。

これに対し、農業の担い手の育成、農地パトロールと荒廃農地の再生、有機農業の拡大など環境保全

型農業の推進、農業に関する情報発信を行っています。 

 また本市は、世界農業遺産に認定された「静岡の茶草場農法」の維持・継承のため、実践者の認定

やＰＲイベントの実施等により、環境保全への啓発、茶草場農法への取組の動機増大を図っています。 

 

■荒廃農地の推移 ■野生鳥獣被害金額（平成 29年） 

  

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林業センサス 資料：島田市鳥獣被害防止計画 

 
 
 

 

４ 生物 

本市には広大な森林や大きな河川があり、里山環境を維持するための茶畑や水田もよく残ってい

ることから、さまざまな動植物が生息しています。市内にある天然記念物には「智満寺の十本スギ

（国指定）」や「安田の大シイ（市指定）」をはじめとする大樹や、最終氷期の遺存植物である「牧

之原公園斜面のカタクリ（市指定）」などがあり、いずれも島田市の歴史や文化を伝える重要な生物

です。 

しかし、近年では外来生物に関する問題もあります。外来生物は本来の生息地ではないところか

ら何らかの原因で持ち込まれ、新しい場所で定着した生物で、特に人に有害な毒を持っていたり元

から住んでいた生き物を食べてしまったり住処を奪ってしまったりするなど、自然や人への悪影響

が心配される外来生物は特定外来生物と呼ばれます。日本では 156種類の特定外来生物が指定され

ており、本市内でも、古くからブルーギルやオオキンケイギクなどの存在は確認されており、近年

ではアライグマ、アカボシゴマダラなども確認されています。 

 

■安田の大シイ ■牧之原公園斜面のカタクリ 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島田観光協会 HP 資料：島田市博物館 HP   
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第５節 生活環境 

１ 水質 

①河川 

 大井川の水質は、公害が問題となった昭和 40 年代初頭に比べ、大規模工場の排水対策や公共下水

道の普及等によって水質改善を行ってきたことにより、良好な水質が保たれているといえます。 

市内を流れる中小河川は、工場・事業所からの排水や生活排水など、人為的な影響を強く受けて

います。市では県と連携し、水質汚濁防止法の規制の対象となっている工場・事業所を中心に立入

調査を行うなど、排水浄化の徹底に努めています。 

 

②地下水 

 本市の生活・農業・工業用水は、表流水及び地下水を水源としています。大井川流域では、地下 40

から 65ｍの大井川扇状地が帯水帯となっており、豊富な地下水の恵みをもたらしています。 

 地下水利用の適正化のために、大井川地域地下水利用対策協議会での地下水位・塩水化の監視、地

下水採取者への採取量報告の依頼を行っているほか、地下水を涵養するため、雨水浸透ますの設置を

推進しています。 

 

③水道 

 本市の生活用水（上水道、簡易水道）は、表流水、地下水、大井川広域水道企業団（水源は表流水）

及び大井上水道企業団（水源は地下水）からの受水を水源としています。 

令和３年３月 31日現在の給水人口は 94,791人で、普及率（給水人口／給水区域内人口）は 97％で

す。 

 

④下水道 

 本市の公共下水道は昭和 61年に計画され、全体計画は 1,087haとなっています。平成７年４月１

日に供用が開始され、令和２年度の水洗化率は、78.5％となっています。 

生活排水については、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への切り替えを推進するとともに、洗

剤の適正使用、生活雑排水による水質汚濁を減らすよう、家庭内での浄化対策に積極的に取り組ん

でいます。 
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■し尿処理人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 大気 

 昭和 40年代、工場の煙突から排出される汚染物質が全国的に問題となりました。これに対処する

ため大気汚染防止法が制定され、対策が本格的に始まりました。 

本市でも、対策の実施による大気環境の状況を監視するため、静岡県や各工場の協力を得て常時

監視を続けています。また、工場・事業所による法の遵守の徹底に加え、環境保全協定の締結によ

り大気環境の一層の改善に努めています。 

 環境基準の達成度をみると、二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質、微粒子状物質（ＰＭ2.5）

は低濃度で推移していて達成しています。硫黄酸化物は近年減少傾向、非メタン炭化水素は指針値未

満、光化学オキシダント注意報等の発令はありません。 

 

３ 悪臭 

悪臭公害の特徴として、騒音や振動と同じく感覚公害の１つ、悪臭を構成する要素は空気中の化

学物質であり、大別すると単一悪臭物質（化学薬品やし尿処理場などでの過剰な悪臭）と複合臭気

（様々な物質の混合臭）の２種類があります。 

静岡県生活の保全に関する条例によって悪臭に係る特定施設として定められた規模の施設を有す

る事業場等は、施設の設置についての届出が義務付けられ、特定施設の構造並びに使用及び管理に

関する基準の遵守を求められます。本市においては、令和２年３月末現在、３件の届出がみられま

す。 

一方、悪臭に関する公害苦情は近年でもみられており、令和２年度は２件となっています。 

 

  



29 

 

４ 騒音・振動 

工場騒音・工場振動に対しては、一定規模以上の設備を備えた工場が規制基準に適合していないこ

とにより、周囲の環境が損なわれると市が認める場合には改善勧告などを行っています。 

生活騒音は、事業者でない市民が日常生活の中で発する音が、他の住民にとって騒音となってしま

うもので、近所のピアノやステレオの音、住宅密集地でのエアコン室外機の旋風音などがあります。

本市にも地域での解決が困難な場合に相談を受け付けています。 

本市独自で実施する市内主要道における調査では、昼夜を含めてすべての箇所で環境基準を達成し

ているほか、自動車騒音常時監視結果では、いずれの評価区間でも環境基準達成率が 90％を超えてい

ます。航空機騒音は、市内の各測定点でいずれも環境基準を達成しています。 

一方、騒音に関する苦情は近年でも毎年あがっているほか、振動に関しては、平成 29年度以降苦情

はみられていません。 

 

５ 有害化学物質（地下水・土壌） 

 有害化学物質であるダイオキシン類は、ごみの焼却や化学物質の合成過程などで生成される化学

物質であり、自然分解されにくく、大気環境・水環境・土壌環境などに蓄積していくことと、人の

体内に多量に蓄積した場合、甲状腺機能の低下などその毒性が問題となっています。 

そのため、ダイオキシン類対策特別措置法や廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、焼却炉の規

模を定めて、ダイオキシン類を発生しやすい焼却炉を廃止させたり、十分な機能をもつ焼却炉でも

届出によって管理を徹底させたりするようにしています。 

 県や市によって大気以外の環境中に含まれるダイオキシン類の調査が行われており、地下水に含

まれるダイオキシン類の調査は毎年市が、土壌に含まれるダイオキシン類の調査は県が実施してい

ます。近年の調査結果は、いずれも環境基準値以下となっています。 
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６ 公害対策 

市民の健康を保護し、生活環境を保全することを目的とした公害関連法令を補完して、市内の主要

工場と環境保全協定を締結しています。協定書は、環境保全対策・環境保全計画の見直し、施設の設

置等に関する協議、事故時の措置・報告及び検査、被害補償、工場緑化などの環境の保全及び創造に

関する事項について定めています。令和４年３月末時点で 16工場と協定を締結しています。 

一方、本市における公害苦情は、大気汚染、騒音、水質汚濁、悪臭が主となっています。基準に適

合しない焼却炉での焼却や、地焼き・ドラム缶等を使用した焼却行為（いわゆる「野焼き」）から発生

するばい煙による大気汚染に関する苦情や騒音の苦情が多く、令和２年度では、野焼きに関する苦情

は８件、騒音に関する苦情は７件ありました。経年比較でみると、近年減少傾向にあります。 

 

 

■公害苦情の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島田市環境報告書 
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第６節 環境教育・協働 

 本市の一般廃棄物焼却施設である田代環境プラザでは、見学を受け付けており、近年では毎年見学

者が 1,000人以上となっています。 

 また、地球温暖化対策に取り組む新たな担い手を育成するため、アース・キッズ事業を実施してい

ます。近年では参加校は 10校、500人前後の参加がみられます。 

 市内の環境美化活動としては、市内一斉環境美化活動、リバーフレンドシップ、ボランティア・サ

ポート・プログラム、アダプト・ロード・プログラムがあり、令和２年度は 54 団体が参加していま

す。 

 

 

■田代環境プラザ見学者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：島田市環境報告書 

 

 

■アース・キッズ事業 参加校数・参加児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第２次島田市総合計画、H29 年度以降は環境報告書 
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第７節 市民の環境への意識 

１ 市民会議からの意見 

 本計画の策定にあたり、ワークショップ形式による市民会議を開催しました。 

 

■第１回 島田市についてどう思う？ 

 島田市の優れているところ、残念（改善が

必要）と思うところ、私が心掛けている環境

にやさしい対策について意見を出し合って

いただきました。 

 

 

 

 

 

 

■第２回 “ミライ”の島田市の姿 

島田市の”いいところ”、”もっと良くし

たいところ”から島田市の”ミライ”の姿

（将来像）を描いていただきました。 

 

 

 

 

 

■第３回 分野ごとの将来のイメージ 

第２回のご意見を基に、次期環境基本計

画の４つの分野を仮に設定し、分野ごとの

将来のイメージを描いていただきました。 

 

 

 

 

 

 

  

島田市についてどう思う？

■島田市の優れていると思うところ
○自然環境（山・川） ○大井川の恵み
○交通の利便性 ○人が優しい・穏やか
〇お茶・SL・ごみの分別 等々

■島田市の残念（改善が必要）と思うところ
○にぎわい（駅前・商店街・商業施設など）が少ない
○豊かな自然環境が活かせていない
○山間部への対応（人口減・交通） 等々

■私が心掛けている環境にやさしい対策
○車のアクセルをあまり強く踏まない ○キエーロを使っている
○包装資材は少なく、エコバッグ ○地産地消を心掛けている
○プラスチックを買わない ○フードロスを無くす
○物を買う時には選んで買う（原料、どこ産か） 等々

主な意見 

主な意見（仮に設定した分野ごとに整理） あがってきたご意見

１ 持続可能なまち
○島田市には山も川もあるっていう点を生かして、再生可能
エネルギーを

○水素使用エネルギーを使ってＣＯ2を排出しないまち

○空き家を活用した自然の中のワ―ケーション 等々

２ 循環型のまち
○資源の循環ツアー →資源循環、環境負荷減を体感

○問題と問題をつなげたら解決するかも →空き家、空き地、
田、畑の利活用

○無駄がない →地元農家が作った野菜をスーパーで売る、
学校のバザーでいらないものを欲しい人のもとへ 等々

あがってきたご意見

３ 自然豊かなまち
○自然と景観の両立化 →街の風景に緑を取り入れた地域、
生態系を変えないようにすること

○今のままの島田で →川・山・畑・茶畑等の自然を維持、あ
ふれている雑草をきれいに取る

○自然を生かしたキャンプ、河川敷の活用 等々

４ 暮らしやすいまち
○町が明るい、ごみが少ない、赤ちゃんからお年寄りまで、すべ
ての方が暮らしやすいまち

○若者が島田に →サテライトオフィスを仕事に、若者が島田
ですごせる環境、若者と高齢者との共存

○公共交通機関の充実 等々

島田市の”いいところ”
島田市の”もっと良くしたい

ところ”
島田市の”ミライ”の姿

（将来像）

自然の豊かさ 自然の保護、保全 ・エネルギーも地産地消に

生活の質の豊かさ
資源が循環できるような保
全を進める

人の良さ（コミュニケー
ション）

ゴミに対する意識 ➔
・食べ物も自分たちで育てて作り、
それを食べて健康に心も充実してく
らせる街に

人が温かい、優しい、のん
びりしている

新しいエコなシステムを勇
気をもって取り入れてほし
い！

・各家庭がキエーロ等のコンポスト
を所持

有機栽培のお茶をアピール
してほしい。

・野菜の栽培を全て有機野菜にし、
土を浄化し水も浄化。ＣＯ₂も削減
する。

自然、山、木、水、川 ゴミの出ない街 ・車を使用しない地区

魚、海、茶 自然の遊び場
・個性的な色々なキャンプ場の多い
島田市

ゴミ出しが楽 ・自然体験ゾーン

・アスレチック

➔

➔

➔

主な意見 
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■第４回 将来像に向けた取組・キービジュアルの検討 

第３回までの意見を踏まえて作成した計

画の骨子案を基に、将来像の実現に向けた

「みんなでできる取組」「具体的な取組」と

キービジュアルへの提案をしていただきま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第５回 計画を推進していくうえでの「わたしたち市民の役割」 

環境配慮行動に関する講義の後、第４回で

提示したキービジュアルの修正版の確認と、

市民の役割として、環境政策を着実に進める

ための方策について語り合いをしていただ

きました。 

 

  

将来像実現に向けたみん

なでできる取組提案

将来像実現に向けた具体

的な取組提案

キービジュアルへの提案

内容

・教育（キエーロの使

用、学校での農業体験、

畑づくり）

・循環型社会（市民農園

の整備、空き家（畑）の

貸出

・市民農園や山間地の畑

付空家でキエーロを活用

する様子

・家庭でのごみを徹底的

に減らす。特に、生ご

み・プラ容器を減らす。

・キエーロを導入しよ

う！

・紙が主体の容器を使用

する。

・全体的に緑（木など）

を増やしたい。

・現状（今後改善してい

かなければならない問

題）を理解している人

が、理解していない人に

伝える

・子どもの家に市内で誇

る自然について知っても

らうために、小・中・高

全部で授業の中で扱った

り、実際に足を運んで体

験してもらうような取り

組みをする

・地球が絶滅危惧種であ

ることを知ってもらお

う。地球を救えるのは、

現代の私たち一人ひとり

である。若者はSNSをよ

く利用し、影響を受ける

ので、インフルエンサー

に発信してもらう。

主な意見 

主な意見 

計画を推進していくうえでの

「わたしたち市民の役割」

・地産地消を心がける

・目で見えるＣＯ2削減効果を島田市民全員で分かち合える仕組みをつくる

・イベント、祭りへの市民参加時にゼロカーボンへの取組をアピールする

・エコポイント制導入　⇒Ｍｙはし、袋不要、廃品回収参加など　⇒ポイント

で買い物

・ごみの減量、フードロスの削減、農業の有機化によりＣＯ2を減らすことは、

自分達が暮らす大切な故郷の大地や大気を守ることだという意識を、もっとた

くさんの人々に持ってほしい。

・環境に関する学びの場をたくさんつくる

・情報収集先（学校、地域、友人）を持つ

・楽しんで、エコイベントに参加する！！（楽しむがポイント！）

・小・中学校にキエーロ設置　➡生ごみ回収

・若い世代の発信力を生かす（SNS）

・自分達学生が真剣に考え、訴える必要があると思いました。学校の授業等で

社会、環境問題について知る機会が多い我々子ども達が、親である大人に、そ

れについて話をし、働きかけることで、親の意識を変え、それが社会全体を動

かしていく一歩になればいいと思いました。
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２ 総合計画市民意識調査結果より 

（１）環境配慮行動 

 令和３年度の総合計画市民意識調査によると、環境問題や環境を守ることについて家族と話し合っ

ていない人が多く 53.3％、「たまに話し合っている」のは 40.3％、「よく話し合っている」のは 3.2％

となっています。 

また、脱炭素型のライフスタイルの実践についてたずねてみると、食品ロスの削減や野菜を増やし

た食生活などの食事は 78.9％、公共交通機関の利用、エコドライブの実施、エコカーの活用、テレワ

ークの推進などの移動は 53.2％、断熱リフォームの実施、再エネ電気への切替、ＺＥＨ（ネット・ゼ

ロ・エネルギー・ハウス）への住替えなど住居については 20.2％が実践していると回答しています。 

環境に配慮された商品やサービスについては「優先して買いたい」が 63.6％、「関心がない」が 28.5％

となっています。 

自分が行動することで環境問題が改善できることに「効果がある」とする人は 48.3％と多く、「効

果はない」とする 14.7％の３倍となっています。「わからない」とする人も 33.6％となっています。 

 食事や購入、移動といった日常の生活行動における環境配慮は回答者の５割以上が取り組んでいる

反面、環境問題や環境を守ることについて話し合う機会がなかったり、環境配慮行動の効果について

関心がない、分からないという人も一定程度みられたりすることから、引き続き環境配慮行動に関す

る啓発が重要です。 

 

■環境問題や環境を守ることについて家族や友人と話し合う機会（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和３年度総合計画市民意識調査報告書 
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■食事における脱炭素型ライフスタイル（食品ロスの削減や、野菜を増やした食生活など）の取組の

状況（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和３年度総合計画市民意識調査報告書 

■移動における脱炭素型ライフスタイル（公共交通機関の利用、エコドライブの実施、エコカーの活

用、テレワークの推進など）の取組の状況（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和３年度総合計画市民意識調査報告書 

■住居における脱炭素型ライフスタイル（断熱リフォームの実施、再エネ電気への切替、ＺＥＨ（ネ

ット・ゼロ・エネルギー・ハウス）への住替えなど）の取組の状況（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

  

資料：令和３年度総合計画市民意識調査報告書 
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■環境に配慮された商品・サービスの購入意向（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和３年度総合計画市民意識調査報告書 

 

■自分が行動することにより、環境問題は改善できると思うか（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和３年度総合計画市民意識調査報告書 
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（２）島田市の自然環境に対する実感 

島田市の自然環境について評価が高いのは「山や川などの自然」が 67.2％、「身近な生き物」が 45.3％、

「公園、街路樹などの緑」が 30.2％となっています。 

 

N=1,006 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）カーボンニュートラルの認知度 

カーボンニュートラルについて「名称も内容も知っている」のは 15.6％、「名称だけは知っている」

のは 21.2％となっています。一方、知らない人が 59.1％となっています。 

 

N=1,006 

 

 

 

  15.6% 21.2% 59.1% 4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

名称も内容も知っている
名称だけは知っている
知らない
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（４）環境・自然に関する施策の満足度・重要度 

満足度について、『満足割合』は「ごみ・リサイクル対策」が最も高く 69.1％となっています。一

方、『不満割合』は「再生可能エネルギー活用などによる地球環境の保全」が最も高く 29.6％となっ

ています。また、エネルギー関連では「わからない」の割合が比較的高くなっています。 

重要度について、『重要割合』は「ごみ・リサイクル対策」が最も高く 87.5％、次いで「水資源・

水環境の保全」が 84.7％となっています。『重要ではない割合』はすべての項目で１割を下回ってい

ます。 

環境・自然に関する施策は、ごみ・リサイクルを中心に重要ととらえられており、今後は水環境の

保全や、再生可能エネルギーの啓発と活用に向けた取り組みが求められています。 

 

■環境・自然に関する施策の満足度 

N=1,006 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■環境・自然に関する施策の重要度 

N=1,006 
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(22)森林など自然環境の保全
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球環境の保全

(18)地域循環共生圏の形成

(19)省エネルギーの推進

(20)エネルギーの地産地消の推進

(21)ごみ・リサイクル対策

(22)森林など自然環境の保全

(23)水資源・水環境の保全

重要 やや重要

あまり重要ではない 重要ではない

わからない 無回答
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令和２年度調査と比較すると、「再生可能エネルギー活用などによる地球環境の保全」の満足度が下

がり、【Ⅰ．重点取組エリア】に入っています。また、「森林などの自然環境の保全」「水資源・水環境

の保全」の満足度が下がっています。「ごみ・リサイクル対策」の満足度が全 43項目の中で最も高

く、その水準を維持しています。 

 

■環境・自然に関する施策の満足度及び重要度の点数化による分析 

（平成 29年度から令和３年度） 
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第８節 第２次環境基本計画の振り返り 

第２次島田市環境基本計画で設定した望ましい環境像を実現するため５つの「基本目標」に対する振

り返りを行いました。 

 

※数値目標 

「数値目標」については、下記の方法で達成状況を把握することにより点検を行っています。 

●目標が数値で示されている場合 

数値の状況 達成率 

対象年度の数値が目標値を越えて改善されている場合 100％ 

対象年度の数値が基準値に比べて同等、または改善されて

いるが、目標値には達していない場合 

達成率＝（現状値－基準値） 

÷（目標値－基準値）×100 

対象年度の数値が基準値に比べて悪化している場合 要改善 

 

●毎年一定数値以上を目標とする場合（「毎年●回以上」など） 

数値の状況 達成率 

現状値が目標値以上である場合 良好 

現状値が目標値未満である場合 要改善 

 

 

基本目標１ 自然環境の保全 

 現 状 

取組の方向１－１ 川や水を守る 

・上水道有収率は、基準値と比較して減少傾向にあります。これは、管路の更新以上に老朽化が進ん

でいることによります。 

・河川愛護団体数は、基準値と比べて増減はありませんでした。 

・雨水浸透施設設置助成件数は、基準値と比べて微増となっています。 

 

取組の方向１－２ 森林を守る 

・森林整備面積（年間）は、基準値よりも減少しています。 

 

取組の方向１－３ 農地を守る 

・再生が可能な荒廃農地面積（年度末時点）は、基準値と比べて増加しており、耕作者の高齢化によ

り営農再開が進んでいないとみられます。 

・認定農業者数（年度末時点）は、基準値と比べて増加しており、最終目標に対する達成率は 16.7％

でした。 

・環境保全型農業実施面積は、基準値と比べて増加しており、最終目標に対する達成率は 40.0％でし

た。 

 

取組の方向１－４ 自然とのふれあいや多様な生き物を守る 

・自然体験教室の参加者数は、新型コロナウイルスの影響を受けて、基準値と比べて減少しています。 

・公園愛護会登録団体数は、基準値と比べて増減はありませんでした。 

・伊太田代地区とその近隣における猛禽類の生息・繁殖活動件数（毎年３月時点）は、基準値と比べ

て増減はありませんでした。 
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取組の方向 指標名 
平成 29 年度 

基準値 
令和２年度 
現状値 

令和４年度 
最終目標 

最終目標に 
対する達成率 

１－１ 

川や水を守

る 

上水道有収率 76.1％ 74.4％ 79.0％ 要改善 

河川愛護団体数 14団体 14団体 18団体 ０％ 

雨水浸透施設設置助

成件数（累計） 
407件 409件 500 件 2.2％ 

大井川の水環境に対

する市民の関心度 
67％ 70.6％ 

70.0％ 

（令和３年） 
100％ 

１－２  

森林を守る 
森林整備面積（年間） 226.3ha 202.67ha 310ha 要改善 

１－３  

農地を守る 

再生が可能な荒廃農

地面積(年度末時点） 
36.1ha 48.6ha 

30.0ha  

(令和３年) 
要改善 

認定農業者数（年度末

時点）  
384人 387人 402 人 16.7％ 

環境保全型農業*実施

面積 
25ha 37ha 55ha 40.0％ 

１－４  

自然とのふ

れあいや多

様な生き物

を守る 

自然体験教室の参加

者数 
989人  236人  950 人  要改善 

公園愛護会登録団体

数  
47団体  47団体  49団体  0％  

伊太田代地区とその

近隣における猛禽類

の生息・繁殖活動件数

（毎年 3月時点）  

３件  ３件  
３件  

（令和３年）  
良好  

 

 

 課 題 

●上水道施設の維持と川と水を守る活動の支援 

上水道有収率の向上に向けた上水道施設の維持が課題となっています。 

また、河川愛護の活動の支援や、雨水浸透施設の助成についてＰＲの手段等の見直しをしながら

普及に努めるなど、川と水を守る活動の支援が課題となっています。 

 

 ●二酸化炭素吸収源としての森林の保全・整備 

カーボンニュートラルに向けた二酸化炭素吸収源としての役割から見て、森林の保全・整備を図

ることが課題となっています。 

 

 ●農業の担い手の確保による農地の保全 

農地の保全に向け、農地パトロールのほか、人・農地プランの実質化を進め、認定農業者の複合

経営を支援するなど、担い手を育成する必要があります。また、食の安全への関心の高さを踏まえ、

環境保全型農業の申請面積の増加を図ることが課題となっています。 

 

 ●自然とのふれあいの機会の創出 

自然体験教室は感染症に対応した実施方法を検討し、活動の継続を図ることが課題です。また、

公園愛護会がない公園があることから、引き続き会の設立を図る必要があります。 

伊太田代地区とその近隣における猛禽類の生息・繁殖活動件数は、引き続き良好となるよう活動

の支援や啓発を行うこと必要があります。 
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 今後の展望 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標２ 生活環境の保全 

 現 状 

取組の方向２－１ 公害対策を進める 

・公害苦情件数（同年度に 2回以上入った同一苦情の年間件数）は、基準値と比較して減少していま

す。 

 

取組の方向２－２ きれいな水を守る 

・大井川の環境基準（BOD）達成率は基準値よりも下回っている一方、市内中小河川の環境基準（BOD）

達成率は基準値を保っています。 

・公共下水道普及率は、基準値よりも高くなっており、最終目標に対する達成率は 34.5％でした。 

・生活雑排水処理率は、基準値と比べて増加しており、最終目標に対する達成率は 100％となってい

ます。 

 

取組の方向２－３ きれいな空気を守る 

・大気汚染物質の環境基準達成率は、基準値を維持しています。 

 

取組の方向２－４ 静かな環境を守る 

・航空機騒音の環境基準達成率は基準値を維持している一方、道路交通騒音の環境基準達成率は基準

値を下回っています。 

 

取組の方向２－５ 有害化学物質対策を進める 

・有害化学物質（地下水・土壌）の環境基準達成率は基準値を維持しています。 

  

 大井川をはじめとする河川や豊富な森林は、本市の生活や産業に欠かせない水資源や、お茶な

どの農産物を生産する土壌をもたらしているほか、生き物とふれあえる場を与えています。 

 また河川や森林は、防災や減災機能のほか、森林の二酸化炭素を吸収する機能など、多面的な

機能も持ち合わせています。 

 これらのことを踏まえ、自然と共生する中で水と緑を守るとともに、生物多様性の保全を図る

ことが重要です。 
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取組の方向 指標名 
平成 29 年度 

基準値 
令和２年度 
現状値 

令和４年度 
最終目標 

最終目標に 
対する達成率 

２－１  

公害対策を

進める 

公害苦情件数 

（同年度に2回以上入

った同一苦情の年間

件数）  

６件  1件  ５件  良好  

２－２  

きれいな水

を守る 

大井川の環境基準

（BOD）達成率  
100％  89％  100％  要改善  

市内中小河川の環境

基準（BOD）達成率  
100％  100％  100％  良好  

公共下水道普及率 10.9％  11.8％  13.7％  34.5％  

生活雑排水処理率  61.7％  69.1％  66.1％  100％  

２－３  

きれいな空

気を守る 

大気汚染物質の環境

基準達成率 
100％  100％  100％  良好  

２－４  

静かな環境

を守る 

道路交通騒音の環境

基準達成率 
100％  98％  100％  要改善  

航空機騒音の環境基

準達成率  
100％  100％  100％  良好  

２－５  

有害化学物

質対策を進

める 

有害化学物質（地下

水・土壌）の環境基準

達成率 

100％  100％  100％  良好  

 

 

 課 題 

●公害苦情への適切な対応 

公害苦情に対して、立入調査などの適切な指導を行っており、引き続き公害苦情に対する適切

な対応を図る必要があります。 

 

●水質保全の取組の推進 

工場排水の立入調査や指導、水質調査を行っているところですが、市内事業所や関係機関と連携

しながら水質の改善を図る必要があります。 

下水道ストックマネジメント計画に即して、下水道施設全体の計画的で効率的な維持管理を図る

必要があります。また、引き続き合併処理浄化槽の設置や単独処理浄化槽からの付け替え等の取組

を推進していく必要があります。 

 

●大気汚染防止の取組の推進 

県と連携した大気汚染物質の常時監視測定、工場ばい煙等の立入調査や指導を実施しており、

引き続きの取組が必要です。 

 

 

  



44 

 

●騒音防止の取組の推進 

 市内主要道路で定期的な自動車騒音と交通量の調査を行っているところですが、引き続きの監

視と、公共交通の利用促進等による自動車交通量の低減を図るなどの取組が必要です。 

 

●有害化学物質による地下水・土壌汚染の防止 

引き続きＰＲＴＲ制度の周知徹底、野焼きの原則禁止の周知と指導、ごみ焼却施設の地元協定

値以下の運転が求められます。 

 

 今後の展望 
 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３ 資源循環の推進 

 現 状 

取組の方向３－１ ３Ｒでごみを減らす・３－２ ごみを正しく処理する 

・１人１日当たりごみ排出量は基準値よりも増加してます。 

・生ごみ処理容器等購入補助件数は基準値よりも減少しています。 

・市民意識調査「ごみ・リサイクル対策」における重要度は基準値よりも増加しており、意識が高ま

っていることがうかがえます。 

 

取組の方向３－３ ごみのないまちづくりを進める 

・環境美化活動参加団体数は、新型コロナウイルス感染症による影響で基準値より大きく減少してい

ます。 

・不法投棄監視パトロール実施回数は基準値を維持しています。 

 

取組の方向３－４ グリーン購入・地産地消を進める 

・市役所でのグリーン購入調達率は基準値の 90％以上を維持しています。 

・学校給食への地場産物の導入割合（重量ベース）は増加しています。 

 

 

 

  

 人が生活する上で、大気や水、土壌は欠かせないものであり、次代にもこれらの資源を引き継ぐ

ことが出来るよう、健全な状態を保つ必要があります。 

 また、騒音などの公害苦情の低減に向けて、産業や市民協働などの観点も含めて、暮らしやすい

まちづくりに取り組むことが大切です。 
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取組の方向 指標名 
平成 29 年度 

基準値 
令和２年度 
現状値 

令和４年度 
最終目標 

最終目標に 
対する達成率 

３－１  

３Ｒでごみ

を減らす 

生ごみ処理容器等購

入補助件数  
61件  34件  70 件  要改善  

市民意識調査「ごみ・

リサイクル対策」にお

ける重要度(注１) 

85.4％ 

92.6％ 

87.5％ 

97.0％ 

91.5％  

93.8％  

（令和３年）  

34.4% 

100％ 

１人１日当たりごみ

排出量【3-1・3-2】  
852g/人・日  871g/人・日  824g/人・日  要改善 ３－２  

ごみを正し

く処理する 

３－３  

ごみのない

まちづくり

を進める 

環境美化活動参加団

体数 
140団体  54団体  145 団体  要観察 

不法投棄監視パトロ

ール実施回数  
５回/年  ５回/年  ５回以上/年  良好  

３－４  

グリーン購

入・地産地

消を進める 

市役所でのグリーン

購入調達率  
91.4％  91.4％  90.0％以上  良好  

学校給食への地場産

物の導入割合（重量ベ

ース） 

38.2％  40.6％  40％以上 良好  

  注１ 市民意識調査において「重要」「やや重要」と答えた人の割合   

上段：全体のうちの割合 下段：「わからない」や無回答を除いた割合 

 

 

 課 題 

●ごみの発生抑制に向けた取組の推進 

マイグッズ運動や生活用品活用バンクの利用促進、資源回収のほか、生ごみ処理容器の無料貸

出や動画配信等によるＰＲを行っているところですが、さらなる認知度の向上を図る必要があり

ます。また、ごみに関する意識から行動につながるよう、引き続き３Ｒに関する啓発活動や、市

民のごみ減量・リサイクルへの取組を支援していくことが大切です。 

 

●市民と共に進める環境美化活動の推進 

環境美化の意識高揚を図るため、感染症に対応した方法で引き続き活動を支援する必要があり

ます。また、今後とも不法投棄監視パトロールを実施するほか、不法投棄をしないよう市民・事

業者へ啓発を図る必要があります。 

 

●地域産業の振興、健康増進の観点からの資源循環 

市役所でのグリーン購入調達率について、基準値の継続的な維持を図ることが大切です。ま

た、関係課と連携し、地産地消、食育の観点からの取組により地場産物の消費拡大、ひいては農

業の活性化、食事による健康増進につなげることが大切です。 
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 今後の展望 
 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標４ 地球環境の保全 

 現 状 

取組の方向４－１ 地球温暖化対策を進める 

・１人当たり二酸化炭素排出量は基準値よりも減少しており、最終目標に対する達成率は 100％とな

っています。省エネルギーへの意識の高まりと考えられます。 

・島田市役所の温室効果ガス総排出量は基準値よりも減少しており、最終目標に対する達成率は

38.3％となっています。庁内での省エネルギーの取組が進んでいると考えられます。 

・家庭版環境マネジメント事業参加人数は基準値よりも減少しています。 

・エコアクション 21認証取得事業所数（累計）は基準値と同数となっています。 

・市民意識調査「地球環境対策や自然環境の保全」における重要度は基準値より増加しています。 

 

取組の方向４－２ 省エネルギーを進める 

・島田市役所の電力使用量は基準値よりも減少しており、最終目標に対する達成率は 34.0％となって

います。 

・COOL CHOICE賛同者数（累計）は基準値より大幅に増加しており、最終目標に対する達成率は 77.0％

となっています。 

 

取組の方向４－３ 新エネルギー・再生可能エネルギーの利用を進める 

・蓄電システム導入助成利用件数（累計）は令和２年度では 116基となっており、最終目標に対する

達成率は 100％となっています。 

・廃食用油回収量は基準値よりも増加しており、最終目標に対する達成率は 87.5％となっています。

廃食用油は燃料等に活用しています。 

 

取組の方向４－４ 低炭素型まちづくりを進める 

・公用車への低公害車導入割合は基準値よりも増加しており、最終目標に対する達成率は 18.1％とな

っています。 

・コミュニティバス利用者数は新型コロナウイルス感染症による影響で外出控えが見られたことから、

基準値よりも減少しています。 

・市役所ノーカーデーの実施率は基準値よりも減少しています。実施状況は、自動車・二輪車で通勤

する職員（臨時・嘱託を含む）を対象として、毎月１回以上実施し、第３金曜日には集中実施日と

して実施しているところです。 

・生け垣づくり補助件数（累計）は基準値よりも増加しており、最終目標に対する達成率は 28.8％と

なっています。 

 

  

 これまで取り組んできたごみの適正処理、不法投棄の防止、ごみの発生抑制、資源の再利用、リ

サイクルなどといった取組を継続的に推進するともに、食品ロスの削減、プラスチックごみの発

生抑制、シェアリングエコノミー、サーキュラーエコノミーなどの取組を含めた、資源の循環を基

調した生活環境づくりに取り組むことが大切です。 
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取組の方向 指標名 
平成 29 年度 

基準値 
令和２年度 
現状値 

令和４年度 
最終目標 

最終目標に 
対する達成率 

４－１  

地球温暖化

対策を進め

る 

１人当たり二酸化炭

素排出量 

9.9t-CO2/年 

(2014年)  

9.3ｔ-CO2/年 

(2017年) 

9.4t-CO2/年 

(2022年) 
100%  

島田市役所の温室効

果ガス総排出量  

29,919 ｔ-

CO2/年  

28,480 ｔ-

CO2/年  

27,078 ｔ-

CO2/年  
38.3％  

家庭版環境マネジメ

ント事業参加人数  
1,055人/年 784人/年 1,000人/年 要改善 

エコアクション 2１認

証取得事業所数（累

計） 

79事業所 79事業所 
84事業所 

以上 
要改善 

市民意識調査「地球環

境対策や自然環境の

保全」における重要度

（注１） 

73.7％ 

86.3％ 

77.2％ 

85.6％ 

77.2％ 

85.6％ 

（令和３年） 

100％ 

100％ 

４－２  

省エネルギ

ーを進める 

島田市役所の電力使

用量  
28,216MWh/年  27,734MWh/年  26,800MWh/年  34.0％  

COOL CHOICE 

賛同者数（累計）  
848人  2,506人  3,000人  77.0％  

４－３  

新エネルギ

ー・再生可

能エネルギ

ーの利用を

進める 

蓄電システム導入助

成利用件数（累計） 
―  116基 80 基  100％  

廃食用油回収量  6,200ℓ/年  6,900ℓ  7,000ℓ  87.5％  

４－４  

低炭素型ま

ちづくりを

進める 

公用車への低公害車

導入割合  
85.1％  87.8％  100％  18.1％  

コミュニティバス利

用者数  
240,036人  186,081人  250,000 人  要観察 

市役所ノーカーデー

の実施率  
70.5％  60.7％  75％  要改善  

生け垣づくり補助件

数（累計）  
1,138件  1,155件  1,197件  28.8％  

  注１ 市民意識調査において「重要」「やや重要」と答えた人の割合   

上段：全体のうちの割合 下段：「わからない」や無回答を除いた割合 
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 課 題 

●みんなで取り組む地球温暖化対策の意識の醸成 

地球温暖化対策として、省エネルギーに加えて、再生可能エネルギーによる創エネルギーにも

取り組み、カーボンニュートラルを目指すことが大切です。 

家庭版環境マネジメント事業について、田代環境プラザを見学した小学生に対してエコチェッ

クシートを実施し、普及に努めているところですが、家庭での環境マネジメントを促す取組が課

題です。 

また、事業所に向けては、エコアクション 21 認証取得を、広報や商工会議所を通じて募集して

いるものの応募が無い状況であり、事業者へ説明会やセミナー等を行うことで取得を促す必要が

あります。 

市役所においては、今後建設される新庁舎における温室効果ガス排出を削減する方針の策定と

実践が求められます。 

  

●省エネルギーに向けた取組の推進 

島田市役所の省エネルギー化について、照明器具のＬＥＤ化、新たな市有施設建設時の省エネ

ルギー機器の導入検討を進めているところですが、継続的に取組を進める必要があります。 

また、COOL CHOICEについて、ホームページやＦＭしまだ等での広報、環境教育・環境学習時、

イベント時に啓発を進めており、今後も積極的な啓発が必要です。 

 

●創エネルギーに向けた取組の推進 

再生可能エネルギーへの情報提供と普及啓発のほか、太陽光、水力、風力、バイオマス等積極

的な再生可能エネルギーの活用を図り、カーボンニュートラルの実現を図ることが課題です。 

食用油は燃料等に活用しているところであり、今後さらなる取組が大切です。 

 

●ゼロカーボンシティのまちづくり 

公共交通の利用を促進するため、コミュニティバスについては移動需要の回復に合わせた運行

を促進する必要があります。また、乗用車について、電気自動車等の低公害車、エコドライブ、

市内のＥＶスタンドの周知を図る必要があります。 

地球温暖化防止につながる緑化について、生け垣づくりの補助制度の啓発が必要です。また、

グリーンカーテンの設置支援や、一定以上の土地利用に当たっての緑地の確保するよう指導する

などの取組を推進する必要があります。 

また、市民や事業者に対して、省エネルギー型の設備・機器、ＺＥＢやＺＥＨなどの省エネル

ギー型の建築物、再生可能エネルギーの普及推進やゼロカーボンにつながる技術の調査・研究を

図ることが課題です。 

市役所の取組として、公用車については集中管理車両のリース化を進めており、順次推進する

とともに、ノーカーデーの実施を推進する必要があります。 

 

 今後の展望 
 

 

 

 

 

 

  

 市民・事業者・大学・行政等連携・協力しながら、地域経済の成長と環境保全との両立、新たな

技術等の調査・研究・普及推進などの取組を通じて、市が一体となってゼロカーボンシティを目指

していくことが大切です。 
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基本目標５ 環境教育・環境保全活動の推進 

 現 状 

取組の方向５－１ 環境教育・環境学習を充実させる 

・アース・キッズ事業参加者数（累計）は基準値よりも増加しており、最終目標に対する達成率は57.3％

となっています。環境教育は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けましたが、各小中学校の総

合的な学習の時間で身近な環境や放射線等をテーマとして学んだり、リサイクル活動に取り組んだ

りしています。また、指導者研修会、各自然体験教室の開催、アース・キッズ事業など多様な機会

を通じて環境に学べるようになっています。 

・環境学習講座受講者数（累計）は基準値よりも増加しており、最終目標に対する達成率は 69.3％と

なっています。環境に関する出前講座開催数は基準値よりも多くなっています。田代環境プラザの

見学者数は基準値よりも減少しています。 

 

取組の方向５－２ 環境情報を発信する 

・環境課ホームページアクセス数は基準値よりも増加しており、最終目標に対する達成率は 100％と

なっています。 

 

取組の方向５－３ 環境保全活動を活発にする 

・しまだエコ活動登録件数（累計）は基準値と同数となっています。 

 

 

取組の方向 指標名 
平成 29 年度 

基準値 
令和２年度 
現状値 

令和４年度 
最終目標 

最終目標に 
対する達成率 

５－１  

環境教育・

環境学習を

充実させる 

アース・キッズ事業参

加者数（累計） 
2,639人 4,073人 5,140人 57.3％  

環境学習講座受講者

数（累計）  
67人 119人 142 人 69.3％  

環境に関する出前講

座開催数  
1回 2回 ５回 要改善  

田代環境プラザの見

学者数  
1,098人 793人 1,500人 要改善  

５－２  

環境情報を

発信する 

環境課ホームページ

アクセス数  
99,953件  224,203件  100,000 件  100％  

５－３  

環境保全活

動を活発に

する 

しまだエコ活動登録

件数（累計） 
26件  26件  30 件  ０％  
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 課 題 

●持続的な環境学習の場の提供 

指導者研修会、各自然体験教室の開催、アース・キッズ事業など多様な機会を通じて、誰もが環

境に学べるような環境づくりと、環境学習を担う人材の確保・育成が大切です。 

また、しまだエコ活動への登録を通じて、エコ活動の支援と情報発信、団体同士の交流を図るこ

とが課題です。 

 

●環境に関する意識啓発と情報提供の推進 

 多様なメディアを用いて環境情報の収集と発信、啓発を行い、環境に対する意識の高揚を図るこ

とが大切です。 

 

 

 今後の展望 
 

 

 

 

 

 

第９節 環境に関する課題と共に解決が望まれる地域課題 

 国の第五次環境基本計画で提唱した「地域循環共生圏」とは、美しい自然景観等の地域資源を最大限

活用しながら自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、

地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方であり、その創造によりＳＤＧｓや Society5.0

の実現にもつながるものです。 

 この考え方に基づき、前節までにあげた環境に関する課題と共に解決が望まれる地域課題として、以

下が考えられます。 

 

地域課題 具体的な例 

人口減少 働く場所、暮らしやすさの確保等による若者流出防止と地域に応じた人口バランスの

確保、公共施設のストックの適切な維持・管理・整備 

観光 東海道の宿場町や蓬莱橋、お茶など島田市が持つ地域資源を活用した観光の振興 

安全・安心 災害の頻発化・激甚化に伴う防災対策や、熱中症などのリスク対策の継続・維持 

工業 新東名高速道路島田金谷インターチェンジ周辺等への企業誘致等の産業・情報基盤の

更なる整備 

都市計画 コンパクト＋ネットワークのまちづくり、歩行者にやさしい街路、空き家・空き店舗

のリノベーション支援などまちの資産価値の向上 

労働 地域資源を活かした多様な働き方の推進（サテライトオフィス、テレワーク等） 

福祉 地域内の多様な主体が「我が事」として、人と人、人と資源が「丸ごと」つながるこ

とで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく地域共生社会の

実現 

 

  

 市民・事業者・環境活動団体とのパートナーシップを構築するとともに、子どもから大人まで環

境について学べる場を充実させることにより、複雑化・多様化する環境問題に対して、一人ひとり

が考え、多様な主体と協働しながら行動できるひとづくりに努めることが大切です。 
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第３章 目指すべき将来像・基本方針 

第１節 目指すべき将来像 

 私たちが暮らす島田市は、大井川をはじめとした水と緑の自然豊かなまちであり、自然の恵みは

お茶などの産業の賑わいをもたらすとともに、街道の文化の形成、人々の温かな繋がりなどをもた

らし、市民の暮らしを紡いできました。 

 これからの環境に配慮したまちづくりを進めるためには、これまで紡いできた豊かな自然と暮ら

しを持続可能なものにするため、「ゼロカーボンシティ」の実現を目指し、一人ひとりが環境問題を

自分ごととしてとらえ、水と緑と生物多様性の保全、食料とエネルギーの地産地消、ごみをできる

だけ出さない循環型の生活、環境について学んで行動できる環境づくりに取り組んで、未来の活力

を創造することが大切です。 

 以上を踏まえ、目指すべき将来像を以下の通り設定します。 

 

大井川が育む 豊かな自然と暮らしを紡ぐ循環共生都市 しまだ 

～未来を拓き活力を創造するゼロカーボンシティ～ 
 

 

第２節 目指すべき将来像を実現するための基本方針 

目指すべき将来像を実現するための基本方針として「脱炭素の取組を通じた地域活性化」を掲

げ、具体的には以下の３つの視点から取り組むこととします。 

 

（１）エネルギー効率向上と再生可能エネルギーの導入促進 

事業者や家庭等におけるエネルギーの効率性を向上させる取組を一層促進するとともに、太陽

光、風力、水力、バイオマス、水素などの再生可能エネルギーについて、調査・研究しながら導

入を促進します。 

 

（２）環境政策に取り組む各主体の取組の実施と連携・協働 

 啓発等により、一人ひとりの環境配慮に関する行動変容を促しつつ、市民・事業者・行政等の

主体的な取組実施と、各主体の連携・協働を促進し、ＳＤＧｓの達成、ひいてはゼロカーボンの

ライフスタイルが浸透するような社会構造の転換による、真の持続可能な社会の構築を図ります。 

 

（３）自然と人が共生する豊かな環境の継承 

 環境教育を充実させるとともに、環境保全活動を担う人材の育成と活動の支援を行い、自然と

人が共生する豊かな環境を継承していきます。 

 

 

※目指すべき将来像を表現したキービジュアルを掲載予定（第５回市民会議後） 
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第４章 目指すべき将来像を実現するための施策 

第１節 施策の体系 

 

取組 基本施策 施策 

取組１ 

脱炭素社会への挑戦【地球

温暖化対策実行計画（区域

施策編）・気候変動適応計

画】 

１－１  

ゼロカーボンシティ戦略（ロー

ドマップ） 

※ゼロカーボンに向けた取り組み
をロードマップとして図で記載 

１－２  

温室効果ガス排出量の削減 

※温室効果ガスの削減目標 
・再生可能エネルギーの導入促進 
・エネルギー効率向上の促進 
・再生可能エネルギーの利用促進 
・温室効果ガスの吸収源対策 
・脱炭素経営の普及促進 
・環境配慮行動の促進 

１－３  

地球温暖化への適応 

・温暖化の影響予測 
・適応策の対象分野・項目の選定 
・農林業に関する適応策 
・水環境・水資源、自然生態系、
自然災害に関する適応策 

・人の健康や生活に関する適応策 

取組２  

循環型社会の構築 

２－１  

ごみ減量・資源化の推進 

・ごみの分別、減量化の推進 
・３Ｒの推進 

２－２  

サーキュラーエコノミー・シェ

アリングエコノミーへの移行促

進 

・生ごみの堆肥化 
・シェアリングの推進 
・資源循環の促進 

取組３  

自然との共生 

３－１  

自然環境の保全 

・健全な水循環の確保 
・緑地の保全 
・森林の保全・再生 
・農地の保全 

３－２  

生物多様性の保全 

・生物の保全・管理  
・自然とのふれあいの促進 
・生態系の保全  
・里地里山の保全 

取組４  

くらし環境の向上 

４－１  

生活環境の保全 

・水資源の保全  
・大気の保全  
・騒音・振動・悪臭への対応 

４－２  

ストックとしての価値の向上 

・コンパクト・プラス・ネットワ
ークなまちづくり 

・ウォーカブルなまちづくり 
・グリーンインフラやＥｃｏ-Ｄ
ＲＲの推進 

取組５  

環境教育・活動の充実 

５－１  

環境に関わる学びの推進と活動

の促進 

・環境教育の推進 
・人材育成 
・市民・団体等の環境活動の促進 
・環境情報の発信・活用 
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第２節 取組内容 

取組１ 脱炭素社会への挑戦【地球温暖化対策実行計画（区域施策編）・気候変動適応計画】 

 

 

 

 

１－１ ゼロカーボンシティ戦略（ロードマップ） 

 ・ゼロカーボンに向けた取り組みをロードマップとして図で記載（下図はイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 温室効果ガス排出量の削減  

（１）島田市全域からの温室効果ガス排出量の現状 

現状で算定できる最新年度である平成 29（2017）年度における温室効果ガス排出量は、二酸化

炭素換算で 908.9千 t-CO2で、基準年度と比較して、10.3％減少しています。 
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（２）温室効果ガス排出量削減目標（短期目標と最終目標）  

・令和 4（2022）年度における排出量の目標（短期目標）は、基準年度比で 14.3％削減です。  

・令和 12（2030）年度の目標（最終目標）は、基準年度比で ％削減とします。※現行：27.0％削減  

項目  
基準年度  

H25(2013)  

目標年度 

（2030) 
削減率 

産業部門  535.9    

家庭部門  146.7    

業務その他部門  112.1    

運輸部門  207.2    

廃棄物処理部門  5.9    

農業部門  2.6    

代替フロン類  3.4    

排出量合計  1013.8    

 

■本市における温室効果ガス排出量の削減ポテンシャル 

部 門 主な削減対策 
追加対策に基づ

く削減量 

電力の低炭素化

による削減量 
合計削減量 

産業部門 ・エコオフィス行動の普及推進 

・建物等の省エネルギー対策の促進 

・再生可能エネルギーの利活用 

   

業務その他部門    

家庭部門 

・エコライフの普及推進 

・省エネルギー型機器の普及促進 

・住宅等への再生可能エネルギー利

用設備の設置 

   

運輸部門 
・自動車交通需要の抑制 

・次世代自動車の普及促進 
   

非エネルギー起源 

二酸化炭素 

・ごみ発生量の削減 

・事業系廃棄物の発生抑制 
   

メタン ・農業分野、廃棄物分野に関する取組    

一酸化二窒素 ・農業分野、廃棄物分野に関する取組    

代替フロン等 4 ガス ・フロン類の漏洩防止    

合計 
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■上乗せを目指す削減ポテンシャル 

部 門 取組内容 削減量 

産業部門  

 
業務その他部門 

家庭部門 
 

 

合計   

 

■削減ポテンシャルに基づく排出量 

部 門 

排出量   
削減率  

（基準年比）  

（①－②）／①  

①2013 年度

（基準年度）  

2030 年度（目標年）   

現状趨勢ケース  削減量（見込量）  ②排出量  

産業部門  
     

業務その他部門  

家庭部門       

運輸部門       

エネルギー起源二酸

化炭素計  
     

非エネルギー起源二

酸化炭素  
     

メタン       

一酸化二窒素       

代替フロン等 4 ガス       

その他ガス計       

合計       
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■本市における温室効果ガス削減に向けた主な追加対策 

  

 部 門  

  

温室効果ガス削減に向けた主な追加対策  

削減量見込み（千 t-CO2）  

追加対策  
電力の低炭

素化  
合 計  

産業部門  

    
業務その他  

部門  

家庭部門  
 

   

運輸部門  
 

   

その他分野  
 

   

合  計    
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（３）施策 

①再生可能エネルギーの導入促進 

 公共施設への太陽エネルギー利用設備の設置に努めるほか、家庭への太陽熱温水器の導入支援、

小水力やバイオマス、水素エネルギー等の利活用に向けた検討に取り組みます。 

 

指標 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

市内における再生可能エネルギー

設置容量 
ｋｗ ｋｗ 

家庭における高効率給湯器の導入

累計件数 
件 件 

 

 

②エネルギー効率向上の促進  

 省エネルギー設備・機器の導入・普及に向け、ESCO(Energy Service Company)の活用等について

情報提供を行います。また、公共施設の改修の機会を活用した積極的な省エネ化・ZEB 化、未利用

熱の利用に努めるとともに、電気自動車などの次世代自動車の普及を推進します。 

 

③再生可能エネルギーの利用促進 

 定置型蓄電池や EV/PHEV、給湯機器等と組み合わせることによる再生可能エネルギーの利用率の

拡大を図ります。また、ＣＯ２フリー電力の購入について調査研究を行います。 

 

④温室効果ガスの吸収源対策 

 市域から排出される温室効果ガスの削減に向けて、その吸収源となる森林・緑地の保全・整備を

推進するともに、スマート林業について調査研究を行います。 

また、大井川流域産材を活用した新築木造住宅に対する支援、公共施設や道路沿道、工場敷地内

の緑化を促進します。 

 

⑤脱炭素経営の普及促進 

 事業者に対して、気候変動に対応した経営戦略の開示（ＴＣＦＤ）、脱炭素に向けた目標設定（Ｓ

ＢＴ）、電力を 100％再エネで賄う取組（ＲＥ１００）についての情報提供を行います。 

 

⑥環境配慮行動の促進 

 市民への環境配慮行動を啓発するとともに、市役所でのグリーン購入調達を推進します。 
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１－３ 地球温暖化への適応 

（１）将来の気候・気象の変化 

 本市における将来の気候・気象の変化について、静岡県や静岡市を参考にみると、最も気候変

動が進んだ場合（RCP8.5シナリオ）、21世紀末（2076年～2095年）には現在（昭和 55（1980）

年～平成 11（1999）年）よりも年平均気温が約４℃高くなり、静岡市では猛暑日が約 30日増加

すると予測されています。また、静岡県では滝のように降る雨の発生は約２倍に、降水の無い日

が増加すると見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気象庁 

 

（２）適応策の対象分野・項目の選定  

本市の地域特性を考慮して気候変動への適応を進めていくに当たって、以下の２つの観点から、
今後重点的に取り組む分野・項目を選定しました。 
 
・国の適応計画で示される分野・項目（大項目・小項目）のうち、「重大性」が特に大きく、
「緊急性」及び「確信度」が高いと評価されたものの中から、本市に関係がない「高潮・高
波」を除いたもの。 

・本市の地域特性等から選定する分野・項目 
 
 選定結果は以下の通りとなります。 
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注）重大性、緊急性、確信度の凡例は以下の通り。 

・重大性 ◎：特に重大な影響が認められる ◇：影響が認められる  

-：現状では評価できない  

※RCP2.6 は厳しい温暖化対策をとった場合、RCP8.5 は厳しい温暖化対策を取らなかった場合 

・緊急性 ◎：高い △：中程度 □：低い -：現状では評価できない 

・確信度 ◎：高い △：中程度 □：低い -：現状では評価できない  

※国が設定している項目のうち、本市に関わる項目を取り上げて選定を行った。 

 

分野 大項目 小項目 
重大性 

(RCP2.6/8.5) 
緊急性 確信度 

農業・林
業・水産
業 

農業 

水稲 ◎/◎ ◎ ◎  

野菜等 ◇ ◎ △  

果樹 ◎/◎ ◎ ◎  

麦、大豆、飼料作物等（茶） ◎ △ △  

畜産 ◎ ◎ △  

病害虫・雑草等 ◎ ◎ ◎  

農業生産基盤 ◎ ◎ ◎  

食糧需給 ◇ △ ◎  

林業 
木材生産（人工林等） ◎ ◎ △  

特用林産物（きのこ類等） ◎ ◎ △  

水環境・
水資源 

水環境 
湖沼・ダム湖 ◇/◎ △ △  

河川 ◇ △ □  

水資源 

水供給（地表水） ◎/◎ ◎ ◎  

水供給（地下水） ◎ △ △  

水需要 ◇ △ △  

自然生態
系 

陸域生態系 

自然林・二次林 ◇/◎ ◎ ◎  

里地・里山生態系 ◇ ◎ □  

人工林 ◎ ◎ △  

野生鳥獣による影響 ◎ ◎ □  

物質収支 ◎ △ △  

淡水生態系 

湖沼 ◎ △ □  

河川 ◎ △ □  

湿原 ◎ △ □  

その他 

季節生物 ◇ ◎ ◎  

分布・個体群の変動（在来種） ◎ ◎ ◎  

分布・個体群の変動（外来種） ◎ ◎ △  

生態系サー
ビス 

  ◎ - -  

（流域の栄養塩・懸濁物質の保
持機能等） 

◎ △ □  

（自然生態系と関連するレク
リエーション機能） 

◎ △ □  

自 然 災
害・沿岸
域 

河川 
洪水 ◎/◎ ◎ ◎  

内水 ◎ ◎ ◎  

山地 土石流・地すべり等 ◎ ◎ ◎  

その他 強風等 ◎ ◎ △  

健康 

冬季の温暖
化 

冬季死亡率等 ◇ △ △  

暑熱 
死亡リスク ◎ ◎ ◎  

熱中症 ◎ ◎ ◎  

感染症 

水系・食品媒介性感染症 ◇ △ △  

節足動物媒介感染症 ◎ ◎ △  

その他の感染症 ◇ □ □  

その他 

温暖化と大気汚染の複合影響 ◇ △ △  

脆弱性が高い集団への影響(高
齢者・小児・基礎疾患有病者等) 

◎ ◎ △  

その他の健康影響 ◇ △ △  
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分野 大項目 小項目 
重大性 

(RCP2.6/8.5) 
緊急性 確信度 

産業・経
済活動 

製造業 
  ◇ □ □  

（食品製造業） ◎ △ △  

エネルギー エネルギー需給 ◇ □ △  

商業 
  ◇ □ □  

（小売業） ◇ △ △  

金融・保険 金融・保険 ◎ △ △  

観光業 

レジャー ◇ △ ◎  

レジャー（自然資源を活用した
レジャー業及び関連するサー
ビス業） 

◎ △ ◎  

建設業   ◎ ◎ □  

医療   ◇ △ □  

国 民 生
活・都市
生活 

都市インフ
ラ、ライフ
ライン等 

水道、交通等 ◎ ◎ ◎  

文化・歴史
などを感じ
る暮らし 

生物季節、伝統行事・地場産業
等（生物季節） 

◇ ◎ ◎  

生物季節、伝統行事・地場産業
等（伝統、地場） 

- ◎ △  

その他 暑熱による生活への影響等 ◎ ◎ ◎  

 

 

（３）温暖化の影響予測  

 国内で既に現れている気候変動による影響には、水稲やみかんの品質低下、サンゴの白化、二

ホンジカの生息域拡大、大雨の発生日数の増加、熱中症患者の増加などがあげられます。 

 ここでは、国の「気候変動影響評価報告書」や、「静岡県の気候変動影響と適応取組方針」（令

和元（2019）年３月策定）を参考に、温暖化の影響予測を整理します。 

 

①これまでの影響と将来の影響 

 ※「影響の現状」と「将来予測される影響」は、市＞県＞国の優先度で記載しています。 

分野 大項目 小項目 
影響の現状 

（国・県・本市資料） 
将来予測される影響 

農業・林業・水産
業 

農業 

水稲 

白未熟粒・胴割粒発生、
一等米比率低下、異常高
温による不稔【県】 

一般的に 3℃までの気温
上昇で収量増加、それ以
上で減収、一等米比率低
下【県】 

野菜等 

露地野菜は、生育や収量、
品質への影響など、花き
はカーネーションなどの
高温障害【県】 

露地野菜の収量、品質の
低下【県】 

果樹 
ウンシュウミカンは、着
色遅延、浮皮の発生、品
質低下、貯蔵性低下【県】 

ウンシュウミカンは、年
平均気温の変動よる栽培
適地の北上【県】 

麦、大豆、飼
料 作 物 等
（茶） 

茶は、夏季の異常高温・
少雨により、干ばつによ
る落葉・葉枯れ・枝枯れ
等の特異な現象が見ら
れ、翌年一番茶が減収し
た事例あり【県】 

茶は、夏季の干ばつが翌
年一番茶に及ぼす影響は
不明だが、気温上昇に伴
い、茶芽の生育、一番茶
の萌芽期・摘採期の早ま
りが予想される【県】 

畜産 

搾乳牛の乳量低下、肉牛・
豚の増体率低下、採卵鶏
の産卵率低下、肉用鶏の
増体率低下など【国】 

搾乳牛の乳量低下と受胎
率低下、肥育豚、肉用鶏
の増体率が低下する地域
拡大、低下の程度増加
【国】 
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分野 大項目 小項目 
影響の現状 

（国・県・本市資料） 
将来予測される影響 

病害虫・雑
草等 

病害虫の構成変化【国】 病害虫の構成変化、北上・
拡大、発生世代数増加の
可能性【国】 

農業生産基
盤 

小雪化や融雪の早期化、
融雪流出量の減少【国】 

春季の渇水【国】 

食糧需給 

本市内の規模の小さい農
家は温暖化の変化に対応
するのが難しくなり、生
産が下がった【市】 

世界全体では、コメ、小
麦、大豆、トウモロコシ
の収量の減少【国】 

林業 

木材生産 
（人工林等） 

全国的には、一部の地域
でスギの衰退現象、マツ
材線虫病による被害の北
限の拡大、人工林の風害
（それぞれ要検証）【国】 

スギ人工林の脆弱性の増
加や炭素蓄積量及び炭素
吸収量の低下、カラマツ
人工林からのＣＯ２排出
量の増加、マツ材線虫発
生危険域の拡大、風害
【国】 

特用林産物
（きのこ類
等） 

夏季の高温によりシイタ
ケの菌糸体の成長が低下
【県】 

病害虫の発生、シイタ 
ケの子実体(きのこ)の 
発生量減少【国】 

水環境・水資源 

水環境 

湖沼・ダム
湖 

水質の変化、アオコ発生
の増加【国】 

水温上昇や栄養塩類の流
出特性の変化に伴う富栄
養ダム湖の増加、無機態
窒素・藻類増殖量の増加、
有機汚濁負荷量（ＢＯＤ、
ＳＳ）の増加【国・県】 

河川 

水資源 

水供給（地
表水） 

大井川の渇水傾向【県】 融雪期の河川水量の変
動、年降水量の変動幅増
大と渇水の発生、無降雨
の継続【県】 

水供給（地
下水） 

水需要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自然生態系 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

陸域生
態系 

自然林・二
次林 

落葉から常緑へ転換【県】 ブナの衰退、アカシデ、
イヌシデの分布縮小【国】 

里地・里山
生態系 

マダケ・モウソウチクの
分布上限及び北限付近の
分布拡大【国】 

人工林 
一部の地域でスギ林の減
退【国】 

スギ人工林の脆弱性の増
加【国】 

野生鳥獣に
よる影響 

イノシシなどによる農作
物の食害・茶園の踏み荒
らし、シカ林業被害など
により洪水や渇水、土砂
災害の危険性の増加が懸
念【県】 

被害の増加【国】 

物質収支 

森林における土壌は、
1980 年から 2009 年にか
けてＣＯ2・Ｎ2Ｏ排出、Ｃ
Ｈ４吸収の増加【国】 

地温の上昇に伴う土壌呼
吸の上昇（土壌微生物等
の気候への順化により上
昇の程度が減少する知見
もある）【国】 

淡水生
態系 

湖沼 

1900 年代から 2000 年代
にかけて、全国の湖沼に
おける水草の種構成が変
化【国】 

水温上昇により、植物プ
ランクトンの増加と、そ
れに伴う水質悪化、水生
植物の成長への悪影響
【国】 

河川 

降雨で濁水が強くなる、
川の水がいつまでたって
も濁ったまま澄んでこな
いことがあり、降雨強度

降雨の時空間分布の変化
に起因する大規模な洪水
の頻度増加による、濁度
成分の河床環境への影
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分野 大項目 小項目 
影響の現状 

（国・県・本市資料） 
将来予測される影響 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
自然生態系 

が増え土壌浸食が増えた
結果かと思われ、川の水
生生物に影響があるかも
しれない。【市】 

響、及びそれに伴う魚類、
底生動物、付着藻類等へ
の影響【国】 

湿原 

一部の湿原で、湿度低下
や蒸発散量の増加、積雪
深の減少等が乾燥化をも
たらした可能性【国】 

降水量の変化や地下水位
の低下による雨水滋養型
の高層湿原における植物
群落への影響、低層湿原
における湿地性草本群落
から木本群落への遷移、
蒸発散量の更なる増加
【国】 

その他 

生物季節 

本市内で鳴くセミの種類
が変化（アブラゼミの声
を聞かない年がある、ク
マゼミの声が多く聞かれ
た、８月末に鳴くヒグラ
シを全く聞かなかった）
【市】 
本市の各地点で桜の開
花・満開・終わりの日の
早まり、秋の彼岸にちょ
うど間に合うように咲く
彼岸花が９月末頃から一
斉に咲き出した【市】 

ソメイヨシノの開花日の
早期化、落葉広葉樹の着
葉期の長期化、紅葉開始
日の変化や色づきの悪化
など、様々な種への影響
【国】 

分布・個体
群 の 変 動
（在来種） 

ナガサキアゲハの分布拡
大【県】 

分布域の変化などによる
種の絶滅の可能性【国】 

分布・個体
群 の 変 動
（外来種） 

ヤンバルトサカヤスデの
分布拡大、外来種の定着・
確認【県】 

侵略的外来生物の侵入・
定着確率の増大【国】 

生態系
サービ
ス 

（流域の栄
養塩・懸濁
物質の保持
機能等） 

全球的には、気候変動に
よる生態系を構成する生
物種の種構成や生物季
節、種間の相互作用の変
化が生態系の構造や機能
に影響を与え、結果とし
て既に生態系サービスへ
の影響が生じている【国】 

生態系サービスへの負の
影響が予測されている
【国】 

（自然生態
系と関連す
るレクリエ
ーション機
能） 

自然災害・沿岸域 

河川 
洪水 

本市での年間降水量の増
加、局地的豪雨・洪水に
よる災害の発生リスク増
加【市】 

大雨などによる災害リス
ク増加、強い台風の発生
割合・台風に伴う降水の
増加【県】 

内水 
局地的豪雨による浸水被
害発生【県】 

山地 
土石流・地
すべり等 

集中豪雨発生件数の増加
による土砂災害の発生
【県】 

気候変動に伴う局地的豪
雨などにより土砂災害が
頻発、激甚化【県】 

その他 強風等 

台風の最大強度の空間位
置の変化や進行方向の変
化、竜巻による被害とし
て木造建築物が多く破
損、急速に発達する低気
圧１個あたりの強度が増
加傾向【国】 

強い台風の増加、3～5 月
を中心に竜巻の発生頻度
の増加【国】 
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分野 大項目 小項目 
影響の現状 

（国・県・本市資料） 
将来予測される影響 

健康 

冬季の
温暖化 

冬季死亡率
等 

本市付近の真冬日の減少
傾向【市】 

全死亡（非事故）に占め
る低温関連死亡の割合の
減少【国】 

暑熱 
死亡リスク 

熱ストレス超過死亡者数
（直接・間接を問わずあ
る疾患により総死亡がど
の程度増加したかを示す
指標）の増加【国】 

死亡率や罹患率に関係す
る熱ストレス超過死亡者
数の増加【国】 

熱中症 
熱中症搬送者数の増加
【国】 

熱中症患者発生率の増加
【国】 

感染症 

水系・食品
媒介性感染
症 

海水表面温度の上昇によ
り、夏季に海産魚介類に
付着する腸炎ビブリオ菌
数が増加する傾向【国】 
外気温と感染性胃腸炎の
リスクの間に相関性があ
り、外気温上昇により、
ロタウイルス流行時期が
日本各地で長期化【国】 
外気温が低下すると、急
性下痢発生率が増加【国】 

水系感染症の発生数の増
加【国】 

節足動物媒
介感染症 

デング熱・ジカウイルス
感染症を媒介するヒトス
ジシマカの分布域拡大
【国】 

ヒトスジシマカの分布可
能域の拡大（ただし、直
ちに疾患の発生数の拡大
につながるわけではな
い）【国】 

その他の感
染症 

インフルエンザや手足口
病、水痘、結核といった
感染症の発生の季節性の
変化や、発生と気象条件
（気温・湿度・降水量な
ど）との関連（社会的要
因、生物的要因の影響が
大きい点に留意）【国】 

様々な感染症類の季節性
の変化や発生リスクの変
化【国】 

その他 

温暖化と大
気汚染の複
合影響 

気温上昇による生成反応
の促進その他のメカニズ
ムにより、粒子状物質を
含む様々な汚染物質の濃
度の変化【国】 
光化学オキシダント（Ｏ
x）及びその大半を占める
オゾン（Ｏ３の濃度の経
年的増加【国】 
温暖化に伴うＯ３濃度上
昇は、Ｏ３関連死亡（全死
亡・心血管疾患死亡・呼
吸器疾患死亡）を増加さ
せる可能性【国】 

オキシダント濃度が上昇
し、健康被害が増加する
可能性【国】 
2020 年代までにオゾン・
PM2.5 による早期死亡者
数が増加する予測【国】 

脆弱性が高
い集団への
影響 (高齢
者・小児・基
礎疾患有病
者等) 

暑熱による高齢者の日射
病・熱中症のリスクが高
く、発症すれば重症化し
やすい【国】 
呼吸器疾患を持つ高齢患
者にとっては、睡眠時の
暑熱環境が呼吸困難感と
身体の調子の低下に影響
【国】 

暑熱により高齢者の死亡
者数の増加【国】 
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分野 大項目 小項目 
影響の現状 

（国・県・本市資料） 
将来予測される影響 

低温に伴う影響として、
高齢者、高血糖症患者の
脆弱性が高く、循環器病
死亡を発生させるリスク
が高い【国】 

その他の健
康影響 

気温上昇による睡眠の質
の低下・だるさ・疲労感・ 
熱っぽさなどの健康影響
の発生・増加【国】 
高温・低温と心血管疾患
や呼吸器疾患の発症・救
急搬送との関係を指摘す
る報告がある【国】 

暑熱により、だるさや疲
労感、寝苦しさに影響
【国】 
過去の統計データに基づ
いた研究では、気温上昇
に伴い、殺人・暴行・窃
盗などと自殺件数が増加
すると推測【国】 

産業・経済活動 

製造業 食品製造業 
水害による被害【国】 水害等のリスクのほか、

ビジネス機会として認識
している企業がある【国】 

エネル
ギー 

エネルギー
需給 

猛暑により事前の想定を
上回る電力需要を記録
【国】 

冷房ピーク負荷の増加、
暖房ピークの減少【県】 

商業 小売業 

飲料やエアコンの販売数
への影響【国】 
季節商品の需給予測が困
難、大雨や台風により百
貨店やスーパーなどの売
上の増減や臨時休業が起
きる事例【国】 

※研究事例が乏しく、影
響の評価が困難【国】 

金融・
保険 

金融・保険 
自然災害に伴う保険損害
の増加【国】 

自然災害に伴う保険損害
の増加【国】 

観光業 

レ ジ ャ ー
（自然資源
を活用した
レジャー業
及び関連す
るサービス
業） 

風水害による旅行者への
影響【国】 

風水害による旅行者への
影響【国】 

建設業 － 

夏季の気温上昇により暑
中コンクリート工事の適
用期間が長期化【国】 
建設現場における熱中症
災害の発生率が増加【国】 

気候変動に適応した建築
計画・都市計画の在り方
の議論の進展【国】 

医療 － 

断水や濁水による人工透
析への影響、気温と救急
搬送量との関係【国】 
熱帯あるいは亜熱帯地域
に存在する病原細菌への
国内での感染【国】 
医療機関において洪水に
よる浸水被害の発生【国】 

※具体的な研究事例が確
認できていない【国】 

国民生活・都市生
活 

都市イ
ン フ
ラ、ラ
イフラ
イン等 

水道、交通
等 

短時間強雨や渇水の増
加、強い台風の増加によ
るインフラ・ライフライ
ンなどへの影響【国】 

短時間強雨や渇水の増
加、強い台風の増加によ
るインフラ・ライフライ
ンなどへの影響【国】 

文化・
歴史な
どを感
じる暮
らし 

生物季節、
伝統行事・
地場産業等
（ 生 物 季
節） 

サクラについては、ヒー
トアイランド現象と相ま
って、郊外に比べて、都
市部で開花や花芽の成長
速度が速まっている【国】 

今世紀中頃及び今世紀末
には、気温の上昇により
開花から満開までに必要
な日数は短くなる可能性
が高い【国】 
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分野 大項目 小項目 
影響の現状 

（国・県・本市資料） 
将来予測される影響 

生物季節、
伝統行事・
地場産業等
（伝統、地
場） 

サクラの開花の早期化に
よる祭行事への影響【国】 
酒米品種の検査等級・制
精玄米歩合の低下等地場
産業への影響【国】 

花見ができる日の減少、
サクラを観光資源とする
地域への影響【国】 

その他 
暑熱による
生活への影
響等 

ヒートアイランドの進行
と合わせ、熱中症リスク
の増加【国】 

ヒートアイランドの進行
と合わせ、熱中症リスク
の増加【国】 

 

 

（３）施策 

①農林業に関する適応策  

・国・県等の情報を基に、気候変動による農業生産基盤への影響についても把握できるよう検討し

ていきます。 

・農作物の被害状況報告に基づき、気候変動による農業への影響についても検討していきます。 

・国・県等の情報を基に、気候変動による林業への影響についても把握できるよう検討していきま

す。 

 

②水環境・水資源、自然生態系、自然災害に関する適応策  

・国・県等の情報を基に、気候変動による林業への影響についても把握できるよう検討します。 

・今後の影響を考え、大井川地域地下水協議会において長期的な湧水量調査を行います。 

・土地利用事業における分譲宅地造成事業については、雨水浸透ますの設置を「承認」の条件と

します。 

・地下水源からの取水を継続するとともに、予備水源からの取水の再開を検討します。 

・野生鳥獣による農作物被害状況報告に基づき、気候変動の影響についても検討していきます。 

・外来種については情報不足のため、現状の調査を行います。また、発見された場合は県と情報

共有し、対応を検討していきます。 

・洪水ハザードマップを作成・配布し、洪水のリスク周知を行うとともに、市独自で水位計を設

置して市民が自ら避難の判断ができるよう情報提供を行います。 

・地区の防災マップ作成の推進・援助をして、地域の危険箇所を住民に周知します。 

・治山・林道施設の整備を推進し、森林を有する水源涵養、山地災害の防止等の公益的機能の発

揮を図っていきます。 

・出前講座等を通して災害の特徴や身を守る方法を啓発するとともに、土砂災害を対象とした避

難訓練を実施して人的被害の軽減に努めます。 

・正確な情報の収集に努め、避難情報等、的確な情報提供を迅速に実施します。 

 

③人の健康や生活に関する適応策  

・気温 35℃以上でホームページへの掲載と同報無線で熱中症に対する注意喚起を行うとともに、静

岡地方気象台により高温注意情報が発表されたらホームページを更新します。 

・ヒトスジシマカによるデング熱などの感染症について、ホームページへ掲載し、情報提供を行い

ます。 

・硫黄酸化物、窒素酸化物等の大気中濃度の変化について注意し、引き続き観測を続けます。 

・急性期・救急医療体制として、志太榛原医療圏内の４病院で連携・補完しあい診療を行います。 
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・ライフラインの断絶に備え、備蓄資機材等の整備を進めるとともに、住民自身にも備蓄の啓発を

行います。 

・災害時は早急に被害情報を把握し、迅速に道路啓開や応急復旧を実施できるような体制を整えま

す。 

・歴史的価値の高い文化財や文化伝統を継承する活動を行い、自然景観の保全や保存、維持する行

動を継続します（指定文化財（樹木等）の剪定、リサイクル材料を利用したワークショップの開

催、カタクリ園の保全）。 

・静岡県から食中毒警報が出された場合、同報無線等で注意喚起を行うとともに、ホームページの

更新も行っています。 

 

 

  



67 

 

 

取組２ 循環型社会の構築 

２－１ ごみ減量・資源化の推進  

①ごみの分別、減量化の推進 

 市民・事業者に対して、日常的なごみ減量に向けた取組の普及を図るとともに、市民参加型のご

み減量・資源化の取組を支援します。また、食べきり運動や、企業・飲食店からこども食堂への食

材提供などを通じて、食品ロスの発生抑制に向けた広報・啓発に努めます。 

 そのほか、使い捨てプラスチックごみの発生抑制、紙等の環境への影響が少ない素材への転換な

どの取組を、市民・事業者等の様々な主体とともに推進します。  

 

指標 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

ごみの総排出量   

最終処分量   

 

②３Ｒの推進 

 市民に対するごみ分別の普及を図るとともに、市民団体などによる自発的な資源物回収やフリー

マーケット・バザーなどの活動を支援し、ごみの資源化を推進します。事業者に対しては、事業系

一般廃棄物の資源化の取組の指導、事業系食品廃棄物等の資源化推進に努めます。 

 

指標 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

リサイクル率   

 

 

 

２－２ サーキュラーエコノミー・シェアリングエコノミーへの移行促進 

①生ごみの堆肥化 

家庭の生ごみのバイオガス化するなど、地域で発生した有機廃棄物を地域資源としての活用を図

ります。 

 

②シェアリング 

 市民一人ひとりが持つ、モノ・場所・技能などをシェアする経済の普及について、広報紙や HP

等を通じた啓発と市民や事業者の活動支援に努めます。 

 

③資源循環の促進 

 資源投入量・消費量を抑えつつ、ストックを有効活用しながら、サービス化等を通じて付加価値

を生み出す経済活動であり、資源・製品の価値の最大化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等

を目指す「循環経済（サーキュラーエコノミー）」について、啓発と普及に努めます。 
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２－３ 廃棄物の適正処理 

①ごみ処理施設の適正な運用 

 田代環境プラザを適正に維持管理します。 

 

②不法投棄の防止 

 不法投棄の防止に向けて、パトロールを定期的に実施するとともに、市民・事業者・行政の連携

による監視体制の強化を図ります。また、広報紙・パンフレット等の活用、看板掲示物等の設置を

通じて、不法投棄防止のＰＲに努めます。 

 

 

取組３ 自然との共生 

３－１ 自然環境の保全  

①健全な水循環の確保 

 良質な地下水を確保するため、市街地への雨水浸透施設の整備や、雨水浸透ますの設置等を支援

し、地下水の涵養を図る一方で、有害物質の地下浸透を防止の指導に努めます。 

 

②緑地の保全 

 公園・緑地について、市民参加による維持管理などを通じて、身近で利便性の高い施設づくりに

努めます。  

 

③森林の保全・再生 

 間伐等の森林整備に対する補助を行うなど、林業の振興と合わせた森林の保全・再生を推進しま

す。 

 

指標 
基準値 

（令和３年度） 

目標値 

（令和 14年度） 

森林の保全面積   

 

④農地の保全 

 農地集積や担い手の育成などを通じた農地の保全と農業振興に取り組み、生物多様性に配慮した

農業を推進するほか、農業体験の場を提供することにより、荒廃農地を解消し、多面的機能の発揮

に向けて農地の適切な維持管理を促進します。 
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３－２ 生物多様性の保全 

①生物の保全・管理  

 環境に配慮した開発指導などにより、野生動植物の生息環境の確保に努めます。 

 

②自然とのふれあいの促進 

 自然とふれあえる場として河川や里地里山などの地域資源を生かし、授業やイベント等を通じて

環境教育の推進に取り組むとともに、エコツーリズムの推進などによる観光振興を図り、地域・経

済の活性化に取り組みます。 

 

③生態系の保全  

 外来種に関する情報収集や市民参加型のモニタリング調査などにより、動植物の生息環境の状況

把握に努めます。 

 

④里地里山の保全 

 荒廃農地対策や間伐の支援、鳥獣被害の防止など、農業や林業の振興に向けた支援を行うととも

に、里地里山の保全活動を体験する機会の創出に努めます。また、木質バイオマスについての調査

研究を行います。 

 

 

 

 

  



70 

 

 

取組４ くらし環境の向上 

４－１ 生活環境の保全  

①水資源の保全  

 地下水の涵養に向けた森林整備を支援するとともに、水質の定点監視を継続し、調査結果を広く

公表するとともに、事故などによる有害物質や油の流出の未然防止に努めます。  

 

②大気の保全  

 市内の定点における大気質の常時監視等を継続し、調査結果を広く公表します。 

 

③騒音・振動・悪臭への対応 

 静穏な環境を確保するため、道路交通に伴う騒音・振動、事業活動に起因する近隣騒音・営業騒

音、建設作業騒音・振動などへの対策を推進します。また、悪臭に対して未然防止に努めるととも

に、公害苦情に対しては原因調査とその解決に向けた指導を行います。 

 

 

４－２ ストックとしての価値の向上 

①コンパクト・プラス・ネットワークなまちづくり 

 立地適正化計画に即して、持続可能な公共交通網の構築、居住誘導区域内への居住誘導、都市機

能誘導区域内への機能誘導と充実などコンパクト・プラス。ネットワークのまちづくりを推進しま

す。 

 

②ウォーカブルなまちづくり  

道路の段差解消・駐輪場の適正な管理等歩行者・自転車走行空間の整備を推移します。また、移

動の円滑化に向けて、ユニバーサルデザインのまちづくり、ＭａａＳの導入について引き続き調査・

研究を行います。 

 

③グリーンインフラやＥｃｏ-ＤＲＲの推進 

 多自然の川づくり、田んぼダムなど、自然環境のもつ多様な機能を人工的なインフラの代替手段

や補完手段として活用するグリーンインフラや、生態系を活用した防災・減災（Ｅｃｏ-ＤＲＲ）

について調査・研究を行います。 
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取組５ 環境教育・活動の充実 

５－１ 環境に関わる学びの推進と活動の促進 

①環境教育の推進  

 学習指導要領に則した関係教科等での継続した環境教育や自然体験教室を実施します。また、エ

コクッキングの普及、食品ロス削減の普及啓発に努めます。そのほか、SDGｓを考慮した健康づく

りに関する取組を検討します。 

 

②人材育成 

 環境保全に関する交流の場、作業の場を提供し、環境保全活動に興味を持つ市民や団体の支援や、

子どもたちの環境保全活動の推進・支援に努めます。 

 地球温暖化対策に取り組む新たな担い手を育成するため、アース・キッズ事業を推進します。 

 

③市民・団体等の環境活動の促進 

 しまだエコ活動への登録促進と、活動の支援、情報発信に取り組みます。また、県のリバーフレ

ンドシップ制度などの活用により、市民と協働で取り組む環境の保全を推進します。 

そのほか、市内一斉美化活動の実施、ボランティア・サポート・プログラムによる道路の環境美

化などにより、環境美化の意識高揚を図ります。 

 

④環境情報の発信・活用 

 広報紙、HP、FM などの多様な広報媒体を活用して、環境関連情報の提供に努めます。このほか、

環境月間における広報活動、パネル展等のイベントの開催に取り組みます。 
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第５章 計画の推進 

第１節 計画の推進体制 

（１）計画の推進体制図 

（２）ゼロカーボンシティコンソーシアム（協議会）の設立 

 

第２節 計画の推進主体と役割 

※第４回市民会議での意見を元に案を作成 

（１）市民 

・学校での農業体験や畑づくりを通して地産地消や食品ロスについて学ぶ。 

・家族で話し合うなど環境について考える機会をつくる。 

・家庭ごみ（特に生ごみ・プラスチックごみ）の削減に努める。 

・キエーロ（生ごみ処理容器）を使用してごみの削減に努める。 

・テレワークやオンライン会議、徒歩での移動など車に頼りすぎない。 

・地域や学校で実施する廃品回収に協力する。 

・家庭での緑化と適応策を兼ねてグリーンカーテンの設置に努める。 

 

（２）事業者 

・店のプラスチック容器に代わる容器導入を促進する（マイ容器の持参呼びかけ・紙容器）。 

・事業者が環境問題に対して取り組んでいることを情報発信する。 

 

（３）市 

・エネルギーの地産地消を促進する。 

・学校の授業で市内の自然を知り、実際に足を運んで体感できる機会をつくる。 

・学校給食での地産地消、有機野菜の使用を推進する。 

・環境に関する情報発信の機会、市民と共に考える機会をつくる。 

・キエーロで生ごみを堆肥化したものを農業で活用できるよう取り組む。 

・コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりを推進する。 

 

（４）国・県・周辺市町 

・食材を必要な量だけ購入できる量り売りの事業者の起業・誘致を支援する。 

・電気自動車の普及を促進する。 

・プラスチック容器を自然由来のものへ転換する動きを支援する。 

・自転車専用道路の整備に努める。 
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第３節 計画の進行管理 

（１）ＰＤＣＡサイクルを活用した進行管理 

（２）環境報告書による進行管理の状況や評価の公表 

第４節 その他の計画の推進方法 

（１）計画の周知・広報 

（２）予算措置 

（３）個別計画との調整 

（４）広域的な連携・協力 

 

資料編 

 資料１ 計画策定の経緯 

 資料２ 委員名簿 

 資料３ 諮問・答申 

 資料４ 島田市環境基本条例 

 


